「みんなで子育て、子ども輝く　忠岡」をめざして
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平成２２年３月

忠　　岡　　町
は　じ　め　に

わが国では、少子化が急速に広がっております。また、核家族化の進行や、親の就業の有無など、子どもや家庭を取り巻く環境が大きく変わりつつあり、育児不安、児童虐待などの子育て支援をめぐる課題やニーズも多様化しております。

このような課題を解決するために、本町では、平成17年３月に次世代育成支援対策推進法に基づく「忠岡町次世代育成支援行動計画（前期計画）」を策定し、その推進に努めてまいりました。

この間、国におきましては、急速な少子化の流れを変えるべく「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」や「仕事と生活の調和憲章」、「新待機児童ゼロ作戦」などを相次いで発表し、次世代育成支援の新たな方向性を示してきたところです。

こういった流れの中、本町におきましても、国等の関連法律や制度の動きを踏まえ、引き続き次世代育成支援に取り組んでいくため、前期計画を見直し、新たな視点を加え、平成22年度から５年間を後期計画期間とする『忠岡町次世代育成支援後期行動計画』を策定いたしました。

本計画は、子育て支援サービスの充実や仕事と生活の調和の実現など、「未来を担う『子どもたち』を守り育てる社会」をめざして、忠岡町のすべての方々が住みなれた地域で安心して暮らすことができる福祉のまちづくりを推進するため、総合的・計画的に進めていく計画となっています。

今後は、この計画の基本理念であります『みんなで子育て、子ども輝く 忠岡』の実現に向け、子育て家庭や地域住民、関係機関等と連携、協働し、着実な取り組みの推進に努めてまいります。地域における住民の皆様におかれましても、一層のご理解とご協力をいただき、積極的な参画をお願い申し上げます。

結びに、本計画の策定にあたり、熱心にご審議いただきました忠岡町次世代育成支援行動計画策定委員会の委員の皆様をはじめ、住民意向調査にご協力いただきました住民の皆様並びに貴重なご意見をいただきました各種団体の関係者の皆様に心からお礼申し上げます。

平成２２年３月

忠岡町長　　和　田　吉　衛
目　　次
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用語が複数か所ある場合は、最初の用語に※を付けています。
第 　章　計画の概要
１　計画策定の趣旨
　■少子EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps14 \o\ad(\s\up 11(※),化)等に対する国の取組みは・・
　わが国では、平成２年の「1.57ショック」（合計特殊出生EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),率)がそれまで「ひのえうま」という特殊要因により過去最低であった昭和41年の1.58を下回ったことが判明したときの衝撃を表す言葉）を契機に、出生率の低下と子どもの数が減少傾向にあることを「問題」として認識し、以降、「仕事と子育ての両立」を施策の根幹とした「エンゼルプラン」や「新エンゼルプラン」の策定、少子化社会対策基本法の制定などが進められ、そして家庭や地域の子育て力の低下に対応して、次世代を担う子どもを育成する家庭を社会全体で支援する観点から、平成15年７月に「次世代育成支援対策推進法」が制定され、平成17年に施行されました。この法律に基づき、全国の自治体や従業員が300人を超える企業はそれぞれ行動計画を策定し、次世代育成支援のための取組みを進めてきました。
その後、日本の経済社会に深刻な影響を与える急速な少子化の流れを変えるため、「子ども・子育て応援プラン」「新しい少子化対策について」「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」「仕事と生活の調和憲章」「仕事と生活の調和推進のための行動指針」「新待機児童ゼロ作戦」「５つの安心プラン」などを相次いで取りまとめています。

■国の少子化等対策の経緯

	平成 2年
	
	· 1.57ショック

	平成 6年12月
	
	· エンゼルプラン（平成７～16年度）の策定
· 緊急保育対策等５か年事業（平成７～11年度）の策定

	平成 9年
	
	· 母子保健事務が市町村へ委譲され、市町村は母子保健計画を策定

	平成11年12月
	
	· 少子化対策推進基本方針の決定
· 新エンゼルプラン（平成12～16年度）の策定

	平成13年 7月
	
	· 仕事と子育ての両立支援等の方針（待機児童ゼロ作戦等）決定

	平成14年 9月
	
	· 少子化対策プラスワンのとりまとめ

	平成15年 6月

7月

9月
	
	· 若者自立挑戦プランの策定
· 次世代育成支援に関する当面の取組み方針の決定
· 次世代育成支援対策推進法の制定
· 少子化社会対策基本法の施行

	平成16年 6月

12月
	
	· 少子化社会対策大綱の決定

· 子ども・子育て応援プラン（平成17～21年度）の決定

	平成17年 6月
	
	· 食育基本法の制定

	平成18年 3月

6月
	
	· 食育推進基本計画の策定

· 新しい少子化対策についての決定


	平成19年 5月

12月
	
	· キャリア教育等推進プランの策定
· 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章の制定
· 仕事と生活の調和推進のための行動指針の制定

· 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略の決定

	平成20年 2月

7月

11月
12月
	
	· 新待機児童ゼロ作戦の決定

· 5つの安心プラン ③未来を担う「子どもたち」を守り育てる社会

· 社会保障国民会議最終報告のとりまとめ
· 次世代育成支援対策推進法の改定

· 新青少年育成施策大綱のとりまとめ

	平成21年 6月

7月
	
	· 育児・介護休業法の改正

· 子ども・若者育成支援推進法の制定

	平成22年 １月
	
	· 子ども・子育てビジョン（平成22～26年度）の決定


合計特殊出生EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),率)は、平成20年には1.37と過去最低だった平成17年の1.26を上回ってきていますが、長期的に人口を維持できる2.07よりかなり低い水準であり、このまま推移すると人口減傾向は今後も続くことが予測されています。

少子EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),化)の要因として、親となる世代が縮小してきた人口規模と晩婚化や未婚化の結婚の仕方の変化、結婚後の出生ペースの変化などがあげられます。結婚の仕方の変化や結婚後の出生ぺースの変化は、働き方や消費生活のあり方、男女や家族のあり方などの社会関係や価値観の変化・多様化などが関係しています。なかでも、長時間労働の問題は男性の家事や子育てなどの参加が期待できない中で、女性の負担感を強めるとともに、女性の就労継続自体を難しくしています。

平成20年７月にとりまとめた「社会保障の機能強化のための緊急対策～５つの安心プラン～」では、５つの課題のうちの１つの柱である「未来を担う『子どもたち』を守り育てる社会」では、国民の結婚・出産・子育てについての「希望」と「現実」との乖離を解消し、未来を担う子どもたちを守り育てる社会を実現するため、「保育サービス等の子育てを支える社会的基盤の整備等」と「仕事と生活の調EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),和)の実現」について、認定こどもEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),園)の制度改革をはじめ、延長保育や病児・病後児保育の充実、放課後児童クラブの設置促進、家庭的保育（保育マEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),マ)）の制度化、一時預かり事業等の拡充などの施策が盛り込まれました。「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」は企業に負うところが大きいことから、企業、地域等と一体となってゆとりある生活の実現に向けて取組んでいくことが必要となっています。
また、有害情報の氾濫等子どもや若者を取り巻く環境の悪化、ニーEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),ト)、ひきこもEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),り)、不登校等の問題の深刻化や発達障がEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),い)の問題への対応の必要性などを背景に、子どもや若者を育成支援するための施策を総合的に推進することを目的に、平成21年７月には「子ども・若者育成支援推進法」が制定され、都道府県や市町村は「子ども・若者計画」の策定が努力義務とされています。
　　
　■忠岡町では・・・

忠岡町では、出生数そのものはこの10年ほどは162人から188人の中で増減しながら推移し、大きく減少する傾向にはありませんが、少子高齢EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),化)は確実に進行していて、平成12年には０～14歳の年少人口が65歳以上の高齢者人口を下回りました。
　　　このような中で、忠岡町も平成17年３月に「次世代育成支援対策推進法」に基づき「忠岡町次世代育成支援行動計画」を策定し、「みんなで子育て、子ども輝く　忠岡」を基本理念として子育て支援に取組んできました。
　　　「忠岡町次世代育成支援行動計画」は、少子化が進む中、次代を担う若い世代が安心して子どもを生み育てるとともに、子どもたちが住み続けたいまちを築いていくための重要な計画ですが、平成21年度に前期計画の期間が終了することから、引き続き次世代育成支援に取組んでいくため、「忠岡町次世代育成支援EQ \* jc2 \* "Font:HG丸ｺﾞｼｯｸM-PRO" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(・・),後期)行動計画」を策定しました。
２　計画の位置づけ
この計画は、「次世代育成支援対策推進法」第８条第１項に基づき、市町村が策定する次世代育成支援のための総合的な計画です。また、忠岡町のまちづくりの基本指針である「第四次忠岡町総合計画」（平成13年度～平成22年度）は、上位計画として整合性を図るべきものですが、平成22年度で計画期間を終了し、平成21・22年度にかけて「第五次忠岡町総合計画」を策定することから、この計画は子育て・子育EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),ち)にかかわる個別計画としては先行する計画として位置づけます。
また、平成21年３月策定の「忠岡町障害福祉計画（第２期）」や「忠岡町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画2009」、平成19年３月策定の「第２次忠岡町障害者計画」との整合に留意しています。
さらに、この計画は、次代を担う子どもの自立支援、地域の中で子育ての悩みを抱えたまま孤立することのないよう、すべての子育て家庭の支援策を総合的・計画的に進めていくための方向を示すとともに、保育計画や母子保健計画を内包する計画です。

なお、「子ども・若者育成支援推進法」に基づく「子ども・若者計画」については、次世代育成支援行動計画とその対象とする範囲が一部重複するとともに、子ども・若者育成支援に関する施策の方針等を一部内包していることから、「子ども・若者計画」をも内包する計画とします。



また、この計画の対象は、おおむね18歳未満のすべての子どもとその保護者や家庭と、地域団体及び地域住民、企業、社会福祉施設、行政等となりますが、「子ども・若者育成支援推進法」に基づき、雇用等一部については30代までを広く対象とします。
３　計画の期間

「次世代育成支援対策推進法」は、少子EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),化)の流れを変えるために集中的・計画的な取組みを促進することを目的に、10年間の時限立法として成立しました。そのため、行動計画は前期・後期それぞれ５年間として策定することになっていて、前期計画は平成17年度から平成21年度までの５年間を計画期間としていました。

したがって、この後期計画は、平成22年度から平成26年度までの５年間を計画期間とします。

■計画期間

	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度
	平  成

22年度
	平  成

23年度
	平  成

24年度
	平  成

25年度
	平  成

26年度

	前期計画
	

	
	後期計画


第　 章　子育て・子育ちに
関する現状と課題
１　親と子を取り巻く状況
(１) 人口と世帯の構造
①　総人口・総世帯数の推移

国勢調査から忠岡町の総人口の推移をみると、近年では平成７年の17,098人を最少に、その後は緩やかな増加傾向を示し、平成17年には17,586人となっています。なお、住民基本台帳及び外国人登録による平成17年の総人口は18,218人で、国勢調査よりも632人多くなっています。また、平成21年３月末現在では18,340人で、平成20年３月末をピークにわずかながら減少傾向を示しています。

一般世帯（世帯総数から施設等に居住する世帯を除く世帯）総数は、人口と同様に平成７年に一旦減少しましたが、その後は増加を続け、平成1７年には6,274世帯となっています。なお、住民基本台帳及び外国人登録による平成17年の総世帯数は7,130世帯で、国勢調査よりも856世帯も多くなっています。また、平成21年３月末現在では、7,525世帯となっています。

１世帯当たり人員は、昭和60年の3.23人が平成12年には2.97人と３人を割り、平成17年には2.80人、平成21年には2.44人となり、世帯規模の縮小がさらに進んでいます。

■総人口・一般世帯総数の推移
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資料：平成17年までは国勢調査（各年10月１日現在）

平成21年は住民基本台帳及び外国人登録（３月末現在）

②　年齢３区分別人口

０～14歳、15～64歳、65歳以上の年齢３区分別人口の推移を国勢調査でみると、０～14歳の年少人口は昭和60年の3,616人が、平成７年には2,594人と減少しましたが、以降増加傾向に転じ、平成17年には2,788人となっています。住民基本台帳及び外国人登録による平成21年３月末では2,872人で、平成17年の国勢調査人口より少し増加しています。
一方、65歳以上の高齢者人口は、昭和60年にはわずか1,493人にすぎなかったのが、平成12年には2,901人となり年少人口を超え、平成17年は3,489人、平成21年は4,028人と増加の一途をたどっています。
■年齢３区分別  人口の推移
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資料：平成17年までは国勢調査（各年10月１日現在）

平成21年は住民基本台帳及び外国人登録（３月末現在）
■年齢３区分別　人口構成の推移　　　　　　　■年少人口率の推移
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③　18歳未満人口の推移
18歳未満の人口は、昭和60年の4,576人から平成12年には3,182人へとおよそ1,400人も減少しましたが、平成17年には3,323人と増加傾向を示し、平成21年にも3,394人とわずかながら増加傾向を示しています。
性別では一貫して男性の方がわずかながら多く、平成21年では男性が1,726人、女性が1,668人で、その差は58人です。

■性別　18歳未満人口の推移
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資料：平成17年までは国勢調査（各年10月１日現在）

平成21年は住民基本台帳及び外国人登録（３月末現在）
④　昼夜間人口比の推移
夜間人口（常住人口）に対する昼間人口の割合は、平成２年の94.7％から平成12年には96.9％と若干上昇しましたが、平成17年には94.5％と平成２年と同程度にまで低下し、忠岡町は通勤や通学による町外への流出のほうが流入より多くなっています。

平成17年について性別年齢５歳階級別の昼夜間人口比をみると、15～19歳は男女共に30％台で、高校や大学などの通学による流出が多いことがうかがえます。また、20～24歳、25～29歳も男女共に90％を割り、通学あるいは通勤による流出のほうが多くなっています。女性は、30～34歳も87.7％と90％を割っています。その他の年齢層は95％以上で、特に男性の55～59歳、60～64歳はそれぞれ114.3％、114.7％と高くなっています。
■昼夜間人口比の推移
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資料：各年国勢調査
■性別年齢５歳階級別　昼夜間人口比（平成17年）

	年齢
	昼間人口

（人）
	夜間人口

（人）
	昼夜間人口比（％）

	
	
	
	全体
	男性
	女性

	15歳未満
	2,755
	2,788
	98.8
	99.5
	98.1

	15～19歳
	281
	841
	33.4
	33.3
	33.5

	20～24歳
	624
	857
	72.8
	70.4
	75.1

	25～29歳
	975
	1,151
	84.7
	87.2
	82.3

	30～34歳
	1,422
	1,516
	93.8
	100.1
	87.7

	35～39歳
	1,223
	1,247
	98.1
	98.6
	97.6

	40～44歳
	1,039
	1,058
	98.2
	97.5
	98.9

	45～49歳
	914
	910
	100.4
	103.1
	97.8

	50～54歳
	1,081
	1,101
	98.2
	99.4
	97.0

	55～59歳
	1,457
	1,382
	105.4
	114.3
	96.9

	60～64歳
	1,326
	1,246
	106.4
	114.7
	99.6

	65～69歳
	1,159
	1,131
	102.5
	105.4
	99.8

	70～74歳
	923
	920
	100.3
	100.5
	100.2

	75～79歳
	735
	726
	101.2
	102.1
	100.7

	80～84歳
	398
	396
	100.5
	100.7
	100.4

	85歳以上
	315
	316
	99.7
	98.6
	100.0

	合　計
	16,627
	17,586
	94.5
	96.6
	92.7


資料：国勢調査
⑤　母子・父子世帯の状況

国勢調査では、ひとり親世帯のうち、未婚、死別または離別の母親あるいは父親と20歳未満の子どものみで構成される一般世帯を母子世帯、あるいは父子世帯といいます。この推移をみると、昭和60年には母子世帯が100世帯、父子世帯が19世帯で、平成２年にそれぞれ93世帯、14世帯と減少し、平成７年はほぼ同世帯で、平成12年に母子世帯が82世帯、父子世帯が14世帯と母子世帯が減少しました。しかし、平成17年には、母子世帯が142世帯、父子世帯が12世帯で、母子世帯の増加が著しいものとなっています。

ちなみに、忠岡町の平成17年の母子世帯率（一般世帯千世帯当たりの母子世帯数）は22.6で、大阪府の19.6、全国の15.3よりも高く、大阪府内で８番目に高い数値となっています。父子世帯率は1.9で、大阪府の2.1よりは若干低く、全国の1.9と同程度です。
■母子・父子世帯の推移
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資料：各年国勢調査

　
(２) 出生の状況
①　出生数の推移
忠岡町の出生数は、平成12年以降、162人から188人の中で多少増加したり、減少したりしながら推移し、平成20年には167人となっています。

■出生数の推移
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資料：各年人口動態統計
　　　②　出生率の推移

出生率（人口千人当たりの出生数）は増減があるものの、平成14年以外は全国や大阪府を上回る水準で推移しています。
■出生率の推移
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(３) 婚姻・離婚の状況
①　婚姻・離婚件数の推移
忠岡町の婚姻件数の推移を平成12年以降でみると、平成15年の114件をピークに増減があるものの減少傾向にあり、平成20年は86件となっています。

一方、離婚件数は平成14年の49件をピークに減少傾向を示しましたが、この３年ほどは40件から41件と横ばいとなっています。

■婚姻・離婚件数の推移
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資料：各年人口動態統計
②　離婚率の推移
離婚率（人口千人当たりの離婚件数）は、平成14年に全国よりも高く、平成16年には全国よりも低くなり、平成18年以降は再び全国よりも高い水準で推移していますが、一貫して大阪府よりも低い水準で推移しています。ただし、その差は縮小しています。
■離婚率の推移
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③　未婚率の推移
国勢調査から男女別に未婚率の推移をみると、男性の場合、20～24歳は一貫して低下を続け、25～29歳は平成12年まで上昇していたのが、平成17年には低下しています。30～34歳は平成２年以降上昇し、35～39歳は一貫して上昇し、平成17年にはそれぞれ42.6％、27.6％となっています。
女性は、20～24歳は平成７年以降低下していますが、その他の年齢層は一貫して上昇し、平成17年の未婚率は25～29歳が52.5％、30～34歳が28.1％、35～39歳が17.4％で、男女共に30歳代を中心に晩婚化が進んでいます。
■性別・年齢５歳階級別　未婚率の推移
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　　　　資料：各年国勢調査
(４) 就業状況
①　産業３分類別就業者の状況
忠岡町の平成17年の就業者数は7,639人で、平成12年より270人減少しています。産業３分類別就業者率は、第１次産業が0.8％、第２次産業が31.8％、第３次産業が67.1％で、昭和60年と比べて第１次産業は変化なく、第２次産業が18.6ポイント減少し、第３次産業は21.0ポイント増加しています。
性別では、第２次産業就業者率は男性が9.1ポイント、女性が9.4ポイント減少し、第３次産業は男性が9.3ポイント、女性が11.9ポイント増加しています。

■産業３分類別　性別就業者率の推移
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資料：各年国勢調査

②　性別年齢５歳階級別就業状況
国勢調査から性別年齢５歳階級別の就業率（年齢５歳階級別人口総数に対する年齢５歳階級別就業者総数の割合）をみると、女性の平成17年は平成12年に比べて、20～24歳、35～39歳、50～54歳で就業率が低下していますが、それ以外の年齢層は高くなっています。
一方、男性の平成17年は、25～29歳、60～64歳以外の年齢層では、平成12年の就業率よりも低下しています。特に20～24歳は9.7ポイントも低下しています。大学等進学率の上昇もありますが、全国的にも60～64歳以外は各年齢層で就業率が低くなっていて、若者をはじめニーEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),ト)等就業問題の一端がうかがえます。
■女性の年齢５歳階級別　就業率の推移
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資料：各年国勢調査
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資料：各年国勢調査
(５) 子どもと子育て家庭の状況（ニーズ調査結果より）
「忠岡町次世代育成支援後期行動計画」策定のための基礎資料とするため、就学前児童及び就学児童（小学校児童のこと）を対象にアンケート調査を実施しました。ここでは、その結果から特徴的な項目についてまとめています。
■ニーズ調査の概要
	
	就学前児童調査
	就学児童調査

	調査地域
	忠岡町全域

	調査対象
	就学前児童（０～５歳児）のいる保護者
	小学校児童（１～６年生）のいる保護者

	調 査 数
	824
	1,196

	回 収 数
	559
	745

	回 収 率
	67.8%
	62.3%

	抽出方法
	就学前児童のいる世帯

すべて（悉皆調査）
	小学校児童のいる世帯

すべて（悉皆調査）

	調査方法
	幼稚園や保育所、小学校などの関係機関を通じ配布・回収し、一部は郵送による配布・回収

	調査期間
	平成21年５月１日～平成21年５月13日


　　　 　　 注）集計は、小数点以下第２位を四捨五入して算出しました。設問によっては
合計が100％にならない場合があります。また、以下のグラフ中のＮは回答者数を表しています。複数回答の設問では、合計が100％を超える場合があります。

①　子どもの人数の希望と現状
現在の子どもの人数は、就学前児童の家庭では「2人」が45.1％で最も多く、「１人」が32.2％、「３人」が18.4％、「４人以上」が4.3％です。それに対して希望の人数は、「２人」が46.3％で最も多いものの、「１人」は7.2％と減少し、「３人」が36.0％、「４人以上」も7.9％と現在の4.3％よりも増加します。平均は現在の1.96人から希望は2.48人となります。
■子どもの人数の希望と現状（就学前児童）
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就学児童の家庭の場合、現在は「2人」が54.4％で最も多く、「３人」が28.5％、「１人」が13.0％、「４人以上」が3.8％で、就学前児童の家庭に比べて「１人」が19.2ポイントも低くなり、「２人」及び「３人」がそれぞれ9.3ポイント、10.1ポイント高くなっています。希望の人数はやはり「２人」が47.9％で最も多いものの、「１人」は4.8％へと減少し、「３人」が34.0％、「４人以上」も5.6％へと増加します。平均は現在の2.24人から希望は2.45人となります。
■子どもの人数の希望と現状（就学児童）
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54.4

47.9

28.5

34.0

0.3

13.0

3.8

5.6

7.4

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在の人数

希望の人数

０人 １人 ２人 ３人 ４人以上 無回答


希望する子どもの人数が現在の人数より多い家庭は、就学前児童の場合、全体の46.0％で、そのうち、現在の家庭・教育環境等においても、もう１人子どもを「生み育てたいと思う」は53.3％と半数を上回ります。

就学児童の家庭で、希望する子どもの人数が現在の人数より多い家庭は全体の20.7％で、そのうち、現在の家庭・教育環境等においても、もう１人子どもを「生み育てたいと思う」は35.1％とおよそ３分の１となっています。
■現在の家庭・教育環境等においても、もう１人子どもを生み育てたいか
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現在の家庭・教育環境等において「生み育てたいとは思わない」と回答した人が、もう１人子どもを生み育てるための環境条件としては、就学前児童の家庭も就学児童の家庭も共に「経済的な環境が整えば生み育てたい」が最も高く、それぞれ89.5％、69.9％です。その他の中で「保育環境が整えば生み育てたい」は、就学前児童の家庭が5.3％、就学児童の家庭が12.0％となっています。
■どのような環境が整えばもう１人子どもを生み育てたいか
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無回答


②　子どもとの同居・近居の状況
就学前児童の「父母同居」は91.1％、「父同居（ひとり親）」が1.1％、「母（同居）」が7.2％で、【ひとり親家庭】は合わせて8.3％です。

就学児童の「父母同居」は83.2％、「父同居（ひとり親）」が1.3％、「母（同居）」が15.6％で、【ひとり親家庭】は合わせて16.9％で、就学前児童のおよそ２倍となっています。

また、祖父母との同居は就学児童のほうが高くなり、一方、近居は就学前児童より低下し、子どもの成長とともに老親と同居するケースが増加しているようです。
■子どもとの同居・近居状況
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③　保育サービス、放課後児童クラブの利用状況と今後の利用希望
就学前児童の保育サービスの利用率は、全体では64.8％で、０歳が18.1％で最も低く、おおむね年齢が上がるにしたがい利用率も高くなり、３歳以上は「幼稚園」利用がみられるため、特に利用率が高くなります。

就学前児童全体では、保育サービスの中では「認可保育所」の利用が36.5％で最も高く、「幼稚園」が25.9％などです。
■年齢別　保育サービスの利用率（就学前児童）
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■保育サービスの現在の利用状況　　　　　　■保育サービスの利用希望
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今後の希望は、新規利用と時間等を増やしたいものを含めて希望するサービスをすべて挙げてもらった中では、「認可保育所」が23.4％で最も高く、次いで「幼稚園の預かり保育」が19.2％、「病児・病後児保育」が13.2％、「幼稚園」が10.3％、「延長保育」が8.0％などです。また、現在忠岡町では未実施の「認定こどもEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),園)」については、保育所型の希望が5.4％、幼稚園型の希望が0.9％となっています。
就学児童の放課後児童クラブの利用率は、全体では11.8％で、１年生及び２年生がそれぞれ29.6％、29.1％と高く、３年生では9.2％、４年生では2.9％と低下し、５年生が0.5％、６年生が0.6％となっています。

現在未利用者の今後の利用希望率は、全体では13.7％で、１年生が22.9％、２年生が20.5％、3年生が20.7％と低学年が高く、６年生が6.4％で最も低くなっています。
■放課後児童クラブの利用率　  ■現在未利用者の放課後児童クラブの利用希望率
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また、就学前児童の５歳児のいる家庭の小学校入学以降の放課後児童クラブの利用については、「利用したい」が47.4％とおよそ半数を占めます。
■来年度就学予定の児童の放課後児童クラブの利用意向（就学前児童）
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④　子育て支援サービスについて
就学前児童の家庭の子育て支援サービスの認知率は、「保育所」が91.9％で最も高く、「幼稚園」（88.6％）、「保健センター」（88.0％）、「児童館」（85.0％）、「保育所・幼稚園の園庭開放」（82.6％）が80％を超えています。最も低い「町で実施する子育てセミナー」でも62.4％と60％を超えています。
利用率は、「保健センター」が68.7％で最も高く、僅差で「児童館」が67.3％で続き、他のサービスは50％を割っています。
今後の利用希望率は、「保健センター」以外はこれまでの利用率よりも高く、特に利用率よりも10ポイント以上高いサービスは、「子育て相談窓口」や「保育所」「幼稚園」です。
■子育て支援サービスの認知率、利用率、利用希望率（就学前児童）
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現在忠岡町では未実施の子育て支援サービスについての利用希望率は、「病児・病後児保育」が就学前児童全体で45.8％、「ファミリー・サポート・センター」が24.9％、「保育ママ」が24.0％です。
⑤　子育てが楽しいと感じるかどうか
就学前児童の家庭で、子育てが「楽しいと感じることの方が多い」は49.6％とおよそ半数です。「楽しいと感じることと辛いと感じることが同じくらい」が44.0％、「辛いと感じることの方が多い」が2.9％で、【辛いと感じることがある】人は合わせて46.9％と半数近くとなっています。今後、【辛いと感じることがある】人の率を少しでも減少できるよう、子育て支援策の充実が必要です。
■子育てが楽しいと感じるかどうか（就学前児童）
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子育てが楽しいと感じることの方が多い人が子育て支援で有効と感じているものは、「子どもを対象にした犯罪・事故の軽減」が第１位で42.2％、次いで「子育てしやすい住居・まちの環境面での充実」（40.8％）、「仕事と家庭生活の両立ができる労働環境の整備」（39.4％）、「保育サービスの充実」（36.1％）などと続きます。
■子育てを楽しいと感じる人が有効と感じる子育て支援策
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⑥　子育ての悩み
子育てを楽しいと感じることと辛いと感じることが同じくらいの人と子育てを辛いと感じる人を合わせて、子育てを【辛いと感じることがある】人について、子どもに関することで日常悩んでいることや気になることをみると、「食事や栄養に関すること」が第１位で32.1％、次いで「病気や発育発達に関すること」（30.9％）、「子どもの教育に関すること」及び「子どもの友だちづきあいに関すること」（それぞれ30.2％）、「子どもとの接し方に自信が持てないこと」（27.9％）などが僅差で挙げられます。
■子どもに関することで悩んでいること、気になること（就学前児童）
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自分自身に関することでは、「子育てのストレス等から子どもにきつくあたってしまうこと」が第１位で46.6％とおよそ半数が挙げています。次いで「仕事や自分のやりたいことなど自分の時間が十分取れないこと」（40.5％）、「子育てにかかる出費がかさむこと」（39.7％）、「子育てによる身体の疲れが大きいこと」（27.1％）、「子育てに関して配偶者の協力が少ないこと」（17.6％）などです。核家族化の進行や近所づきあいなどが薄れていく中で、子育ての悩みや不安を抱えたまま地域の中で、あるいは家庭の中で孤立することのないように、また、子育てを楽しくできるように、身近な地域での相談者や保健センター等、子育てに関して気軽に相談できる体制の強化、周知とともに、地域の中での子育て家庭に対する見守り体制の構築が必要です。
⑦　子育てが地域の人に支えられていると感じるかどうか
子どもの育ちや子育て家庭に対する支援など、子育ての社会化は次世代育成支援対策の柱となっていますが、就学前児童の保護者にとって子育てが地域の人に支えられていると感じるかどうかについては、「感じる」が56.0％と半数を超えています。
同居家族構成と両親の就労状況からの家庭類型別（参照27頁）では、「感じる」率はひとり親家庭が65.2％で最も高く、専業主婦（夫）家庭が58.1％、フルタイム共働き家庭が55.1％、フルタイム・パート共働き家庭が48.6％で最も低くなっています。

地域での子育て支援を進めるためにも、日頃からあいさつをするなど、顔見知りの関係を築き、地域行事への参加などつながりを深めていくことも必要です。
■家庭類型別　子育てが地域の人に支えられていると感じるかどうか（就学前児童）
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注）「パートタイム共働き」「どちらも未就労」は、回答者数がそれぞれ２人、７人と少ないため省略しています。

⑧　父親と母親の就労状況
父親の就労率は、就学前児童の家庭が83.2％、就学児童の家庭が77.7％で、就学児童のほうが低くなっていますが、これは母子家庭の率が高くなっていることによります。また、「以前は就労していたが、現在は就労していない」が就学前児童の家庭で1.4％、就学児童の家庭で1.6％です。
フルタイム就労者の１週間当たりの就労時間は、就学前児童も就学児童も「40～50時間」の率が最も高くなっていますが、「70時間以上」という長時間労働が、就学前児童の家庭で14.3％、就学児童の家庭で12.6％となっています。平均は、就学前児童の家庭も就学児童の家庭も共に54時間です。母親の子育て負担の軽減のためにも、また、父親の子育て参加を促進し、親子の絆を深めるためにも、父親の長時間労働の解消が重要です。
■父親の就労状況
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■父親のフルタイム就労者の１週間当たりの就労時間
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母親の就労率は、就学前児童の家庭が42.8％、就学児童の家庭が58.1％で、就学児童の家庭は就学前児童の家庭に比べて15.3ポイントも高くなっています。また、「以前は就労していたが、現在は就労していない」が就学前児童の家庭で47.9％、就学児童の家庭で29.1％です。
フルタイム就労者の１週間当たりの就労時間は、就学前児童も就学児童も「40～50時間」の率が半数を超えて最も高くなっていますが、「70時間以上」という長時間労働が、就学前児童の家庭で0.9％、就学児童の家庭で3.2％となっていて、母親の長時間労働の解消も大きな課題です。平均は、就学前児童の家庭が40.5時間、就学児童の家庭が43.9時間で、就学児童の方が少し長くなっています。
また、パートターム・アルバイト等就労者の１週間当たりの就労時間は、就学前児童の家庭も就学児童の家庭も「20～30時間未満」の率が最も高く、それぞれ33.3％、36.1％となっています。平均は、就学前児童の家庭で27.8時間、就学児童の家庭で25.3時間で、就学前児童の方が少し長くなっています。さらに、フルタイムのように「40時間以上」の率も就学前児童の家庭で14.6％、就学児童の家庭で10.5％みられます。
■母親の就労状況
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■母親のフルタイム就労者の１週間当たりの就労時間
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■母親のパートタイム・アルバイト等就労者の１週間当たりの就労時間
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母親のパートタイム・アルバイト等就労者のフルタイムへの転換希望について、「希望がある」は就学前児童の家庭で13.8％、就学児童の家庭で12.3％、「希望があるが予定はない」を合わせると、就学前児童の家庭で52.0％、就学児童の家庭で44.1％が転換を希望しています。

また、現在未就労の母親の就労希望について、「あり（すぐにでも若しくは1年以内に希望がある）」は就学前児童の家庭が17.9％、就学児童の家庭が25.3％、「あり（１年より先で、子どもがある程度大きくなったら就労したい）」を合わせると、就学前児童の家庭で84.2％、就学児童の家庭で80.8％と高い就労希望率になります。

■母親のパートタイム、アルバイト等就労者のフルタイムへの転換希望
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■未就労の母親の就労希望
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同居家族と両親の就労状況による家庭類型別の現状と、母親の未就労者の就労希望やパートタイム・アルバイト等の人のフルタイムへの転換希望などを加えた潜在的な家庭類型別の構成は、次頁の表の通りです。

現状の家庭類型で共働き率は０～２歳が36.9％、３～５歳が44.0％となっています。

０～２歳の「フルタイム共働き」率は、現状の20.6％から希望が31.6％へ11.0ポイント高くなり、代わって「フルタイム・パート共働き」率は、現状の16.3％から13.8％と2.5ポイント低下します。また、「専業主婦（夫）」率も現状の57.4％から50.0％へと7.4ポイント低下します。全国調査の結果に比べて、ひとり親率が若干高く、フルタイム共働き率の現状、希望共に低く、専業主婦（夫）の希望が高くなっています。
３～５歳の「フルタイム共働き」率は、現状の19.5％から希望が32.7％へ13.2ポイント高くなり、代わって「フルタイム・パート共働き」率は、現状の23.9％から18.6％へと5.3ポイント低下します。また、「専業主婦（夫）」率も現状の44.2％から36.9％へと7.3ポイント低下します。全国調査に比べてひとり親率が高く、フルタイム共働き率の現状、希望共に低く、専業主婦（夫）の希望が高くなっています。
就学児童の家庭の場合、現状の家庭類型で共働き率は低学年が43.1％、高学年が51.6％となっています。

低学年の「フルタイム共働き」率は、現状の14.0％から希望が29.4％へ15.4ポイントも高くなり、代わって「フルタイム・パート共働き」率は、現状の28.9％から21.0％と7.9ポイント低下します。また、「専業主婦（夫）」率も現状の39.6％から32.9％へと6.7ポイント低下します。全国調査に比べてひとり親率が高く、フルタイム共働き率及びフルタイム・パート共働き率が現状、希望共に低く、専業主婦（夫）率が現状、希望共に高くなっています。

■就学前児童の家庭類型
	年齢
	家庭類型
	現状
	潜在（希望）

	
	
	忠岡町
	全国
	忠岡町
	全国

	
	
	家庭数
	構成比（％）
	家庭数
	構成比（％）

	０～２歳（Ｎ＝２８２）
	ひとり親
	10
	3.5
	2.8
	10
	3.5
	2.8

	
	フルタイム共働き
	58
	20.6
	25.4
	89
	31.6
	35.3

	
	フルタイム・パート共働き
	46
	16.3
	13.1
	39
	13.8
	15.4

	
	専業主婦(夫)
	162
	57.4
	56.3
	141
	50.0
	44.4

	
	パート・パート共働き
	0
	0.0
	0.3
	0
	0.0
	0.3

	
	どちらも就労なし
	6
	2.1
	0.6
	3
	1.1
	0.3

	
	その他
	0
	0.0
	1.5
	0
	0.0
	1.5

	３～５歳（Ｎ＝３３９）
	ひとり親
	38
	11.2
	6.3
	38
	11.2
	6.3

	
	フルタイム共働き
	66
	19.5
	23.3
	111
	32.7
	38.0

	
	フルタイム・パート共働き
	81
	23.9
	25.8
	63
	18.6
	21.8

	
	専業主婦(夫)
	150
	44.2
	41.5
	125
	36.9
	31.2

	
	パート・パート共働き
	2
	0.6
	0.6
	1
	0.3
	0.4

	
	どちらも就労なし
	2
	0.6
	0.3
	1
	0.3
	0.2

	
	その他
	0
	0.0
	2.1
	0
	0.0
	2.1


　　　　　 注）０～２歳、３～５歳は両方いる家庭を含みます。また、回答者総数は無回答を除いた数値

　　　　　　　 構成比の右側の欄は厚生労働省が平成20年８月に実施した「新待機児童ゼロ作戦に基づく
ニーズ調査」結果による数値
　　　　　　　■就学児童の家庭類型
	年齢
	家庭類型
	現状
	潜在（希望）

	
	
	忠岡町
	全国
	忠岡町
	全国

	
	
	家庭数
	構成比（％）
	家庭数
	構成比（％）

	低学年（Ｎ＝４２９）
	ひとり親
	70
	16.3
	9.0
	70
	16.3
	9.0

	
	フルタイム共働き
	60
	14.0
	22.2
	126
	29.4
	40.0

	
	フルタイム・パート共働き
	124
	28.9
	33.6
	90
	21.0
	25.4

	
	専業主婦(夫)
	170
	39.6
	31.7
	141
	32.9
	22.4

	
	パート・パート共働き
	1
	0.2
	0.6
	0
	0.0
	0.4

	
	どちらも就労なし
	4
	0.9
	0.3
	2
	0.5
	0.2

	
	その他
	0
	0.0
	2.5
	0
	0.0
	2.5

	高学年（Ｎ＝４３６）
	ひとり親
	76
	17.4
	
	76
	17.4
	

	
	フルタイム共働き
	70
	16.1
	
	134
	30.7
	

	
	フルタイム・パート共働き
	154
	35.3
	
	121
	27.8
	

	
	専業主婦(夫)
	133
	30.5
	
	103
	23.6
	

	
	パート・パート共働き
	1
	0.2
	
	1
	0.2
	

	
	どちらも就労なし
	2
	0.5
	
	1
	0.2
	

	
	その他
	0
	0.0
	
	0
	0.0
	


高学年の「フルタイム共働き」率は、現在の16.1％から希望が30.7％へ14.6ポイント高くなり、代わって「フルタイム・パート共働き」率は、現在の35.3％から27.8％へと7.5ポイント低下します。また、「専業主婦（夫）」率も現在の30.5％から23.6％へと6.9ポイント低下します。
⑨　仕事と生活の調EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(※),和)（ワーク・ライフ・バランス）について
「仕事と生活の調和」あるいは「ワーク・ライフ・バランス」という言葉について「知らない」率は、就学前児童の保護者が73.9％、就学児童の保護者が72.6％で、どちらもおよそ４分の３となっています。【知っているあるいは聞いたことがある】率は合わせて、就学前児童の保護者も就学児童の保護者も共に25.2％ですが、「内容も詳しく知っている」率は就学前児童の保護者が2.1％、就学児童の保護者が2.3％にすぎず、今後、その意味や趣旨を広く周知していく必要があります。
■「ワーク・ライフ・バランス」の認知状況
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生活の中での「仕事時間」と「家事（育児）時間」「プライベート時間」の優先度について、就学前児童の家庭では、「家事（育児）時間を優先」は現実の68.7％と希望の68.0％は同程度ですが、「仕事時間を優先」は現実が27.5％に対して希望が7.7％、「プライベート時間を優先」は希望が16.8％に対して現実は0.7％で、プライベートがとれず仕事優先になっている現実があります。

就学児童の家庭でも、「家事（育児）時間を優先」は現実の60.5％と希望の63.9％は大差ありませんが、「仕事時間を優先」は現実が33.8％に対して希望が8.9％、「プライベート時間を優先」は希望が18.4％に対して現実は1.6％で、プライベートがとれず仕事優先になっている現実があります。
■生活の中での優先度（就学前児童）

[image: image39.emf]27.5

68.7

0.7

2.0

1.1

7.7

68.0

16.8

5.2

2.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

仕事時間を優先

家事（育児）時間を優先

プライベート時間を優先

その他

無回答

(%)

現実

希望


■生活の中での優先度（就学児童）
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家庭が仕事と生活の調EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),和)が図られていると感じるかどうかについては、「感じる｣及び「まあまあ感じる」を合わせた【感じる】率は、就学前児童の家庭が49.6％、就学児童の家庭が52.7％です。一方、「あまり感じない｣及び「感じない」を合わせた【感じない】率は、就学前児童の家庭が27.9％、就学児童の家庭が29.3％です。

感じ方は就労状況により異なるものと思われますが、一般的に子育ての経済的な負担感を持つ保護者も多い中で、就労希望率も高いことなどから、今後は仕事と生活の調和が図られ、ゆとりある生活が送れるように、国をあげての働き方の見直しが必要です。
■仕事と生活の調和が図られていると感じるかどうか
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⑩　仕事と子育ての両立について

仕事と子育てを両立させる上で大変だと思うことは、就学前児童の家庭では「子どもや自分が病気やけがをしたときに代わりに子どもの面倒をみる人がいないこと」が56.0％で第1位、次いで「子どもと接する時間が少ないこと」（43.8％）、「残業や出張が入ること」（30.9％）、「職場に子育てを支援する制度がないこと（育児休業、子どもの看護休暇、短時間勤務等）」（29.3％）などと続きます。

就学児童の家庭も「子どもや自分が病気やけがをしたときに代わりに子どもの面倒をみる人がいないこと」が45.8％で第１位、次いで「子どもと接する時間が少ないこと」（39.3％）、「残業や出張が入ること」（23.9％）などで、就学前児童の家庭に比べて率は低下していますが、上位の項目は同じです。
■仕事と子育てを両立させる上で大変だと思うこと
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⑪　育児休業制度の利用状況
就学前児童の家庭で、育児休業制度を「母親が利用した」率は16.1％、「父親が利用した」及び「母親と父親の両方が利用した」も少ないながらそれぞれ0.7％、0.2％となっていて、合わせて17.0％の利用になります。平成15年度に実施した前回調査では、母親の取得率が12.6％。父親の取得率が0.8％で、母親の取得率は3.7ポイント高くなっていますが、父親については0.1ポイントの上昇にとどまっています。
■育児休業制度の利用の有無（就学前児童）
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■育児休業の取得状況（就学前児童／前回調査）
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育児休業制度を利用しなかった保護者の理由で、母親は「制度を利用する資格がなかった（無職など）」が44.9％で、その他は「会社に育児休業制度がなかった」が15.9％、「取得しにくい雰囲気があった」が5.3％などです。

父親は「会社に育児休業制度がなかった」が26.7％、「取得しにくい雰囲気があった」が16.8％、「仕事が忙しかった」が15.7％、「収入減となり、経済的に苦しくなる」が12.0％などです。

勤務先の育児休業取得等を促進するために必要な行政の取組みとしては、「企業に対して職場環境の改善を働きかける」が36.0％で最も高く、次いで「取組もうとする企業に対して支援する」が24.3％、「取組んでいる先進企業の事例を収集し提供する」が12.5％、「企業や府民に啓発する」が5.4％などです。

平成21年７月公布の改正育児・介護休業法による、子育て期間中の短時間勤務制度の義務化や子どもの看護休暇の拡充、父母共に育児休業を取得する場合の休業可能期間の延長（パパ・ママ育休プラス）などの内容について普及、施行の促進が必要です。
■育児休業を取得しなかった理由（就学前児童）
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■勤務先の育児休業取得等促進するための行政の取組み（就学前児童）
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⑫　行政サービスへの要望

就学前児童の家庭の行政サービスへの要望の第１位は「子育て世帯への経済的援助の拡充」で67.8％、次いで「安心して子どもが医療機関を利用できる体制の整備」（58.7％）、「親子が安心して集まれる公園等の屋外施設の整備」（58.0％）などと続きます。

就学児童の家庭の要望の第１位も「子育て世帯への経済的援助の拡充」で56.8％、次いで「安心して子どもが医療機関を利用できる体制の整備」（56.0％）と僅差で続き、「子どもの安全を確保する対策の充実」（43.8％）、「親子が安心して集まれる公園等の屋外施設の整備」（42.4％）などと続きます。就学前児童に比べて「子どもの安全を確保する対策の充実」が第３位に挙げられ、地域での登下校の見守りをはじめ防犯活動など、地域との連携が一層必要です。
■行政サービスへの要望
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２　前期計画の評価
(１) 目標事業量の進捗状況
「次世代育成支援行動計画」（前期計画）では、前期計画の終了期間である平成21年度までに達成すべき特定事業の目標量を設定しました。この進捗状況については次表の通りですが、通常保育事業は実施か所が計画通り、定員数は109.6％と設定数を超えています。延長保育事業、一時保育事業、地域子育て支援センター事業については計画通りですが、放課後児童健全育成事業については定員数が62.5％と低い結果となっています。これは開設場所が各小学校の空き教室となっていることもあり、定員拡充のためには空き教室の確保が課題です。また、子育て短期支援事EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),業)のトワイライトステイ事業、ショートステイ事業共に、目標事業量は０か所と設定していましたが、町外の児童養護施設と契約し、トワイライトステイ事業については平成18年度に１か所、ショートステイ事業については平成18年度に２か所、平成20年度に３か所が利用できるようにしています。
■目標事業量と進捗状況

	事業名
	目標事業量

平成21年度
	実施状況
	進捗率

平  成

21年度

	
	
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度
	

	通常保育事業
	3か所

333人
	3か所

330人
	3か所

330人
	3か所

360人
	3か所

365人
	3か所

365人
	100.0％
109.6％

	延長保育事業
	3か所

52人
	3か所

52人
	3か所

52人
	3か所

52人
	3か所

52人
	3か所

52人
	100.0％
100.0％

	夜間保育事業
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	－

	休日保育事業
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	－

	子育て短期支援事業

（トワイライトステイ事業）
	0か所
	0か所
	1か所
	1か所
	1か所
	1か所
	－

	子育て短期支援事業

（ショートステイ事業）
	0か所
	0か所
	2か所
	2か所
	3か所
	3か所
	－

	放課後児童健全育成事業
	2か所

160人
	2か所

100人
	2か所

100人
	2か所

100人
	2か所

100人
	2か所

100人
	100.0％
62.5％

	一時保育事業
	1か所
	1か所
	1か所
	1か所
	1か所
	1か所
	100.0％

	特定保育事業
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	－

	乳幼児健康支援

一時預かり事業（施設型）
	1か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0.0％

	ファミリー・サポート・
センター事業
	1か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0.0％

	地域子育て支援センター

事業
	1か所
	1か所
	1か所
	1か所
	1か所
	1か所
	100.0％

	つどいの広場事業
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	0か所
	－


(２) 基本方向別取組みの現状と課題
前期計画では、施策・事業を推進するため、３つの基本方向を柱に、７つの施策目標、35の基本施策を掲げました。基本方向ごとに施策・事業の取組み状況と課題をみます。
①　子どもを育てる喜びが実感できる環境づくり
施策目標「(１)母と子の健康づくり支援」に関する基本施策５つに関して実施した事業は14事業（ただし、乳幼児健康診査は７つの事業を全体として１事業としています。）で、前期計画策定後の実施事業は「泉州北部小児初期救急医療協議会の設置」（平成18年度～）、「すこやか赤ちゃん訪問事業」（平成19年度～）、「ベビマクラブ“ぴよぴよ”」（平成21年度～）の３事業です。また、「妊婦一般健康診査」は、妊婦健診への公費負担事業ですが、保険診療ではなく実費負担となるため、必要健診回数を受診せずに出産に至るケースがあり、出産後のトラブルにつながる可能性も高くなっていることから、平成19年度までは１回分の受診券交付でしたが、平成20年度は３回に、平成21年度からは10回に増加しています。「すこやか赤ちゃん訪問事業」は支援が必要な家庭の早期発見と早期対応を図るため、２か月までの乳児のいる家庭に全戸訪問する事業ですが、病院との連携や地域とのかかわり、訪問指導に携わるスタッフの確保が課題です。乳幼児健診や相談指導に関しては、専門的なスタッフの充実と困った時にすぐ相談できる体制の整備が必要です。学校での食EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),育)の推進については、授業を通じて行っていますが、より一層、食に関する知識や興味・関心を高められるよう、家庭や保護者を巻き込んだ推進が必要です。小児初期救急体制については、全国的にも小児科医が不足している中で、輪番医師の確保が重要な課題です。
未実施の事業としては、「児童生徒の生活習慣病予防の充実」「ヘルシーレストラン」「中高生の乳幼児とのふれあい体験」の３事業ですが、「ヘルシーレストラン」は成人に対する事業として実施しています。
■前期計画中に実施した事業
	施策目標(1)母と子の健康づくり支援
基本施策①母子の健やかな心と身体の育成支援の充実

	施策
	事業名／事業概要

	妊娠期からの健康の確保

	○妊産婦一般健康診査
	【妊婦一般健康診査】
母子手帳交付時に妊婦健診受診券を交付し、受診券の額に応じて健診費用の公費負担を受けることができます。平成17～19年度までは妊娠中１回、20年度は３回、21年度から10回と増加しています。

	○妊産婦や新生児訪問

指導
	【妊産婦・新生児・乳児全数訪問指導（すこやか赤ちゃん訪問）】
保健師または助産師でそれぞれの家庭を訪問し、子どもの発達や発育の把握、育児環境の観察、母親の心身の健康状態の把握・育児等についての相談を行います。２か月までの乳児のいる家庭への全数訪問は「すこやか赤ちゃん訪問」として平成19年度より開始しています。


	施策目標(1)母と子の健康づくり支援

基本施策①母子の健やかな心と身体の育成支援の充実

	施策
	事業名／事業概要

	妊娠期からの健康の確保

	○お母さんの勉強室
	【お母さんの勉強室】
子どもの育ちや食事、遊びや教育のことなど、子育てにかかわる基本的で重要なことを学習します。親子で参加し、子どもは民生委員・児童委員、更生保護女性会がボランティアとして保育を行います。年間８回実施。

	○マタニティクラブ
	【マタニティクラブ】

これからママ、パパになる人のための教室。妊娠期の健康の保持、増進のための講義、出産準備、沐浴実習、体操、育児指導、妊娠期の栄養管理、調理実習などを実施。母親同士の仲間づくりに重点を置き、グループワークなどで交流を深められる機会を取り入れています。4回1クールの教室を年4回実施。

	●ベビマクラブ
	【ベビマクラブ“ぴよぴよ”】平成21年度～
生後2か月～4か月の乳児とその母親を対象として、毎月2回実施。スタッフは、助産師と保健師。ベビーマッサージ、育児相談を行います。２回で１クール、全身のベビーマッサージを習得します。ベビーマッサージを通して親子の愛着形成を促し、相談や親同士の情報交換による不安の軽減を目的としています。

	子どもの健やかな身体の育成支援

	○乳幼児健康診査
	【乳幼児健康診査】
乳児一般健康診査：生後１か月で医療機関で受診。

４か月児健診：４か月児を対象に毎月１回実施。ＢＣＧ接種と離乳食講習会を同時に実施。

乳児後期健診：９～11か月児の乳児を対象に医療機関で実施。

１歳６か月児健診：１歳６か月児を対象に毎月１回実施。身体計測、内科、歯科診察、心理相談、保健指導、フッ素塗布、歯科保健指導、カリオスタット検査を実施。
２歳６か月児歯科健診：２歳６・7か月児を対象に隔月１回実施。歯科診察、歯科保健指導、フッ素塗布、カリオスタット検査を実施。

３歳６か月児健診：３歳６か月児を対象に毎月実施。身体計測、内科、歯科診察、心理相談、保健指導、歯科保健指導、視力聴力検査、尿検査を実施。

発達相談：健康診査で精密検査が必要となった児に対して、身体面、心理面の診察、検査を行います。

	○予防接種
	【予防接種】
ポリオ、BCGは、保健センターで集団接種を実施。三種混合、二種混合、MR１～４期、日本脳炎は町内医療機関において個別接種を実施。対象者には予診票を個別通知します。

	○育児相談
	【育児相談】
育児に関する相談を随時受けています。必要時には保健師が訪問、発達相談などで対応し、不安の軽減と異常の早期把握に努めます。

	児童・生徒の健やかな身体の育成

	○保育所における健康

　診査
	【保育所、幼稚園、学校と連携した相談事業、訪問指導】
身体面、精神面において支援が必要な子どもとその保護者の相談を保育所、幼稚園、学校と連携して行います。担任教師などを交えた相談や保健師による関係機関との連携を行い、子どものよりよい発達と発達を促す環境づくりをめざしています。


　　　 注）施策欄の●は前期計画にはなかった施策で、前期計画策定後の事業となっています。
	施策目標(1)母と子の健康づくり支援

基本施策①母子の健やかな心と身体の育成支援の充実

	施策
	事業名／事業概要

	児童・生徒の健やかな身体の育成

	○小・中学校の定期健康

　診断
	【小・中学校での定期健康診断】
小学校入学前の就学時健康診断及び各学校における健康診断を行っています。

	○生活習慣病予防の充実
	取組みなし。


■乳幼児健康診査等の受診状況
	事業名
	単位
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	４か月児健診
	受診対象者数(人)
	165
	174
	186
	178
	173

	
	受診者数(人)
	165
	171
	186
	180
	171

	
	受診率(％)
	100.0
	98.3
	100.0
	101.1
	98.8

	乳児後期健診
	受診者数(人)
	180
	132
	172
	173
	141

	１歳６か月児健診
	受診対象者数(人)
	181
	183
	176
	192
	165

	
	受診者数(人)
	176
	174
	168
	189
	167

	
	受診率(％)
	97.2
	95.1
	95.5
	98.4
	101.2

	２歳６か月児

歯科健診
	受診者数(人)
	133
	130
	150
	175
	150

	
	う 歯 あ り(人)
	15
	21
	25
	24
	13

	
	罹患率(％)
	11.3
	16.2
	16.7
	13.7
	8

	３歳６か月児健診
	受診対象者数(人)
	189
	208
	197
	189
	180

	
	受診者数(人)
	143
	168
	159
	170
	161

	
	受診率(％)
	75.7
	80.8
	80.7
	89.9
	89.4

	療育指導
	指導件数(件)
	242
	235
	225
	260
	251


資料：すこやか推進課調べ
注）乳児後期健診についての平成21年度の数値は２月末現在
■相談･指導その他保健事業実施状況
	事業名
	単位
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	母子健康手帳交付
	交付件数(件)
	172
	212
	173
	171
	143

	妊産婦訪問指導
	訪問件数(件)
	13
	22
	14
	181
	149

	乳児訪問指導
	訪問件数(件)
	107
	131
	162
	217
	133

	マタニティクラブ
	開催回数(回)
	12
	12
	12
	12
	16

	
	延参加人数(人)
	68
	117
	104
	78
	73

	離乳食講習会
	開催回数(回)
	12
	12
	12
	12
	12

	
	延参加人数(人)
	165
	171
	186
	180
	173

	ベビマクラブ“ぴよぴよ”
	開催回数(回)
	
	
	
	
	20

	
	延参加人数(人)
	
	
	
	
	119

	お母さんの勉強室
	開催回数(回)
	8
	8
	8
	8
	8

	
	延参加人数(人)
	140
	151
	120
	72
	66


資料：すこやか推進課調べ
■地域子育て支援センターの相談件数
	項目
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	相談指導件数（件）
	家  族
	25
	10
	2
	25
	38

	
	健  康
	8
	7
	5
	6
	21

	
	その他
	43
	80
	106
	33
	36

	施策目標(1)母と子の健康づくり支援

基本施策②食EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),育)の推進

	施策
	事業名／事業概要

	乳幼児期からの食育の推進

	○ヘルシーレストラン
	取組みなし。

	○幼児食の相談指導
	【幼児食の相談指導】
電話や来所にて、子どもの食事についての相談を随時受け付け、必要な場合は、管理栄養士の指導、発達相談を紹介します。

	学校給食等を通じた食育の推進

	○学校給食の充実
	【学校給食】
安心・安全な学校給食の提供と、各小学校に栄養教諭等を配置し、授業を通じて食育の推進を図っています。


	基本施策③思春期からの健康づくり支援

	施策
	事業名／事業概要

	○学校における思春期

　保健の充実
	【非行防止教室等】

小・中学校において、非行の未然防止のため警察等関係機関と連携を図り実施しています。


	基本施策④次代の親育成の推進

	施策
	事業名／事業概要

	○乳幼児とのふれあい

　体験
	取組みなし。


	基本施策⑤周産期・小児医療体制等の充実

	施策
	事業名／事業概要

	○地域医療体制の充実
	【泉州北部小児初期救急医療協議会の設置】
平成18年度に貝塚市、岸和田市、和泉市、泉大津市、高石市、忠岡町の5市1町において、小児初期救急医療体制の整備を目的として設置。岸和田市に泉州北部小児初期救急広域センターを開設し、各地域の医師会、病院等の小児科医等が輪番制で、土日祝、年末年始の午前・午後・準夜帯の診療にあたっています。


施策目標「(２)子育てに係る意識の啓発並びに情報提供の充実」に関する基本施策５つに関して実施した事業は６事業で、すべて前期計画策定前からの継続事業です。
未実施の事業としては、「児童・生徒と保育所・幼稚園との交流促進」があります。

■前期計画中に実施した事業
	施策目標(２)子育てに係る意識の啓発並びに情報提供の充実

基本施策①男女平等の意識啓発の推進

	施策
	事業名／事業概要

	○男女平等意識の啓発
	【忠岡町女性フォーラム】
毎年度１回講演会を開催していますが、平成21年度は「日本女性会議2009さかい」に参加しました。

	施策目標(２)子育てに係る意識の啓発並びに情報提供の充実

基本施策②子育てに関する意識啓発の推進

	施策
	事業名／事業概要

	○子育てに対する意識の

啓発
	【各関係機関からの情報についての提供及び啓発】
育児をしながら働く女性を支援するため、公共施設や商工会等を通じ、事業所や住民に各関係機関からの情報についての提供及び啓発に努めました。


	基本施策③子育て・保育に関する情報提供の充実

	施策
	事業名／事業概要

	○ホームページの充実
	【ホームページの運用】

各月の行事カレンダーに行政情報を掲載するとともに、各種計画等のコーナーに、次世代育成支援行動計画の内容及び進捗状況を掲載しています。

	○広報「ただおか」の

充実
	【広報「ただおか」の発行】
毎月、行政ファイルのコーナーに、児童福祉のその月の情報を掲載しています。また、保健センターのコーナー、子育て支援センターのコーナーに、その月開催の行事を掲載しています。


	基本施策④次世代の親に対する意識啓発の推進

	施策
	事業名／事業概要

	○児童・生徒と保育所・

幼稚園との交流促進
	取組みなし。


	基本施策⑤子どもの権利に関する意識啓発の推進

	施策
	事業名／事業概要

	○子どもの権利に関する

意識の啓発
	【憲法週間街頭啓発】

５月１日から７日の「憲法週間」の間に、忠岡駅前において、憲法が保障する基本的人権について考え、人権意識の高揚を図るため、街頭啓発を行っています。

	
	【人権週間街頭啓発】

12月４日から10日の「人権週間」の間に、忠岡駅前において、子どもを含むすべての人々の人権が尊重され、相互に共存し得る平和で豊かな社会の実現をめざし、街頭啓発を行っています。


施策目標「(３)仕事と子育ての両立支援」に関する基本施策４つに関して実施した事業は７事業で、すべて前期計画策定前からの継続事業です。ただし、計画に挙げていなかった事業で、平成18年度からの実施事業として「子育て短期支援事EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),業)」があります。「保育サービスの充実」の通常保育では、０歳児及び１歳児の年度途中の待機児童の発生への対応が課題となっています。
未実施の事業としては、「ファミリー・サポート・センター事業の普及」や「乳幼児健康支援一時預かりの充実」事業がありますが、どちらも体制の整備や場所の確保等の財政的な問題により、取組みが進んでいません。
	施策目標(３)仕事と子育ての両立支援

基本施策①仕事と子育てのバランスをとりやすい環境づくり

	施策
	事業名／事業概要

	安心して働ける環境づくり

	○ファミリー・サポート

　・センター事業の普及
	取組みなし。

	事業所等への啓発

	○事業者に対する子育て

支援意識の啓発
	【各関係機関からの情報についての提供及び啓発】

幅広い世代が生きがいを持って働くことができる環境を整備するため、公共施設や商工会等を通じ、事業所や住民に各関係機関からの情報についての提供及び啓発に努めました。


	基本施策②子育ての負担感や不安感をやわらげるための支援

	施策
	事業名／事業概要

	○一時保育の充実
	【一時保育事業】
チューリップ保育園において自主事業で実施。

対象：生後57日目～小学校就学前

保育時間：基本９時～17時（必要に応じ７時～９時、17時～19時可能）
利用者数：おおむね10人

	○子育て支援情報の提供
	【子育て支援情報の提供】

すこやか推進課窓口、地域子育て支援センター、児童館等で情報提供を行うとともに、広報「ただおか」や町ホームページに掲載し提供しています。


	基本施策③多様で弾力的な保育サービスの充実

	施策
	事業名／事業概要

	○保育サービスの充実
	【通常保育事業】
目標の定員数を上回る利用となっていますが、弾力化などにより対応しています。

	○延長保育の充実
	【延長保育事業】

忠岡保育所、東忠岡保育所、チューリップ保育園において実施。

対象：０歳児～５歳児

時間：午後６時半～７時半（チューリップ保育園は午後６時～７時）
利用者数：制限なし

	○乳幼児健康支援一時

　預かりの充実
	取組みなし

	○放課後児童対策の充実
	【忠岡町留守家庭児童学級】

対象：学校教育法に規定する小学校１年～５年までの児童

定員：50人

内容：平成21年５月31日までは、各小学校の空き教室に開設し、学校運営日は下校から17時まで、土曜日は９時～13時まで。ただし、第４土曜日は17時まで実施。学校休業日の月～土曜日は９時～17時まで。延長時間は17時～18時まで（土曜日はなし）。
　　　平成21年６月１日より、各小学校の空き教室に開設し、学校運営日は下校から17時まで、土曜日及び学校休業日は８時30分～17時まで実施。延長時間は17時～18時まで（土曜日はなし）。


	基本施策④男女共同子育ての推進

	施策
	事業名／事業概要

	○男女共同参画社EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(※),会)啓発

事業の推進
	【男女共同参画週間の周知】

町広報紙「ただおか」６月号にて、６月23日～29日の「男女共同参画週間」について周知しています。


■保育所の概要
	項目
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	施設数（所）
	公　立
	2
	2
	2
	2
	2

	
	民　間
	1
	1
	1
	1
	1

	
	計
	3
	3
	3
	3
	3

	定員数（人）
	公　立
	270
	270
	270
	270
	270

	
	民　間
	60
	60
	90
	95
	95

	
	計
	330
	330
	360
	365
	365

	入所児童数（人）
	公　立
	288
	290
	294
	297
	284

	
	民　間
	72
	78
	95
	105
	105

	
	計
	360
	368
	389
	402
	389

	内訳（人）
	０　歳
	22
	20
	24
	23
	25

	
	１　歳
	40
	48
	49
	58
	51

	
	２　歳
	69
	61
	70
	62
	67

	
	３　歳
	75
	79
	72
	87
	79

	
	４　歳
	74
	82
	93
	75
	88

	
	５　歳
	80
	78
	81
	97
	79

	障がい児保育
	実施か所数（所）
	3
	3
	3
	3
	3

	
	利用児童数（人）
	3
	2
	2
	3
	0


資料：すこやか推進課調べ。各年度４月１日現在
■年齢別　年度途中入所数の推移
	年齢
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	０　歳（人）
	3
	6
	0
	5
	3

	１　歳（人）
	6
	7
	4
	3
	3

	２　歳（人）
	7
	6
	5
	1
	6

	３　歳（人）
	5
	5
	4
	1
	3

	４　歳（人）
	5
	4
	2
	2
	1

	５　歳（人）
	2
	5
	1
	3
	1

	合　計(人)
	28
	33
	16
	15
	17


資料：すこやか推進課調べ
■年齢別　待機児童数の推移
	年齢
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度

	
	４月
	10月
	４月
	10月
	４月
	10月
	４月
	10月
	４月
	10月

	０　歳（人）
	2
	11
	4
	5
	2
	7
	0
	1
	0
	3

	１　歳（人）
	0
	4
	6
	0
	0
	2
	0
	2
	0
	5

	２　歳（人）
	0
	0
	6
	7
	3
	0
	0
	0
	0
	0

	３　歳（人）
	0
	0
	3
	0
	0
	0
	0
	1
	0
	0

	４　歳（人）
	0
	0
	0
	0
	0
	1
	0
	0
	0
	0

	５　歳（人）
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	合　計(人)
	2
	15
	19
	12
	5
	10
	0
	4
	0
	8


資料：すこやか推進課調べ
■保育所別　保育事業の状況（平成21年度）
	項目
	定員数

(人)
	年齢区分別年間利用延人数（人）
	月平均

利用数

（人）
	月平均

充足率

(％)

	
	
	０歳
	１歳
	２歳
	３歳
	４歳
	５歳
	合計
	
	

	忠岡保育所
	120
	69
	168
	280
	266
	328
	353
	1,464
	122
	101.7

	東忠岡保育所
	150
	108
	237
	321
	433
	482
	396
	1,977
	164.8
	109.9

	チューリップ保育園
	150
	183
	312
	347
	383
	371
	331
	1,927
	160.6
	107.1

	合　　計
	420
	360
	717
	948
	1,082
	1,181
	1,080
	5,368
	447.3
	106.5

	前年度計
	420
	329
	801
	851
	1,173
	1,044
	1,288
	5,486
	457.2
	108.9

	対前年度比（％）
	100
	109.4
	89.5
	111.4
	92.2
	113.1
	83.9
	97.8
	98
	

	他市町から受託
	
	36
	96
	132
	119
	143
	127
	653
	54.4
	


資料：すこやか推進課調べ。他市町から受託は、チューリップ保育園の岸和田市からの受託
■留守家庭児童学級の状況
	項目
	小学校
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	対象児童数（人）
	忠岡
	25
	50
	50
	50
	50

	
	東忠岡
	25
	50
	50
	50
	50

	在籍者数（人）
	忠岡
	40
	51
	69
	70
	64

	
	東忠岡
	82
	66
	74
	59
	68

	在籍率（％）
	忠岡
	32.8
	43.6
	48.3
	54.3
	48.5

	
	東忠岡
	67.2
	56.4
	51.7
	45.7
	51.5


資料：社会教育課調べ。各年度４月１日現在

■留守家庭児童学級の概要
	項目
	児童館
	忠岡小学校
	東忠岡小学校

	開設時間
	平  日
	９時～17時
	下校～17時
	下校～17時

	
	土曜日
	９時～17時
	９時～13時

第４土曜日は17時
	９時～13時

第４土曜日は17時

	
	長期休業期間
	９時～17時
	９時～17時

（月～土曜日）

延長は17時～18時
	９時～17時

（月～土曜日）

延長は17時～18時


資料：社会教育課調べ。各年度４月１日現在

■学年別　留守家庭児童学級の利用状況
	学年
	小学校

	
	忠岡小学校
	東忠岡小学校

	１年生（人）
	29
	32

	２年生（人）
	20
	31

	３年生（人）
	11
	5

	４年生（人）
	4
	0

	５年生（人）
	0
	0

	合　計(人)
	64
	68


資料：社会教育課調べ。平成21年４月現在
②　子どもの生きる力を育み、健やかな成長を支える環境づくり
施策目標「(１)心身を健やかに育む子育て環境の充実」に関する基本施策６つに関して実施した事業は10事業で、前期計画策定後の実施事業は、「忠岡町特色ある学校づくり研究指定」（平成20年度～）、「放課後子ども教室」（平成21年度～）、「幼稚園保育料の軽減」（平成21年度～）の３事業です。また、「不登校支援協力者の配置」は平成17～19年度の事業で、小学校には子どもと親の相談員を、中学校には不登校支援協力員をそれぞれ配置し、子どもや保護者に対する相談、対応等を行いました。今後、人材の確保を行い、心のケアや支援、小中のきめ細やかな引き継ぎ等による取組み･支援が必要です。放課後子ども教室は、地域住民や地域団体等との連携による取組みが不可欠なことから、ボランティア登録の確保が課題です。
未実施の事業は「家庭の教育機能総合支援モデル事業」「総合型地域スポーツクラブの育成」の２事業となっています。「総合型地域スポーツクラブの育成」は住民の自主的な活動が必要で、住民のスポーツに関する知識や技術・経験等を生かしていただき、世代間交流やスポーツ活動を促進することが必要です。
■前期計画中に実施した事業
	施策目標(１)心身を健やかに育む子育て環境の充実

基本施策①家庭や地域の教育力・社会力の向上

	施策
	事業名／事業概要

	家庭の子育て力、教育力の向上への支援

	○地域子育て支援センター活動の充実
	【地域子育て支援センター事業】

チューリップ保育園で実施。０歳以上の親子を対象に、オープンスペースでの自由遊びや園庭開放、子育て相談を行うとともに、１歳以上の親子を対象に、子育て広場や子育て講座、出前保育などを行います。

	○生涯学習ボランティア登録の充実
	【放課後こども教室】

放課後等に小学校施設等（児童館）を利用して、地域住民の参画を得て、子どもたちとともに勉強し、スポーツ・文化活動、地域住民ボランティアとの交流活動等の取組みを実施しています。

	子どもの豊かな感性を育む環境の整備

	○生涯学習事業の充実
	【放課後子ども教室】平成21年度～
町内の小学１年生～６年生を対象（特に参加を希望する幼児や生徒を妨げない）に、週２回（木曜日と金曜日）、地域住民の参画を得て、子どもたちと共に学習やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の取組みを実施しています。


	基本施策②教育環境の充実

	施策
	事業名／事業概要

	幼児教育の充実

	○幼稚園教育の充実
	【幼小交流・幼保交流】

町内の幼稚園、保育所との交流をはじめ、小学校と連携し学校見学会や体験入学を実施しています。


	施策目標(１)心身を健やかに育む子育て環境の充実

基本施策②教育環境の充実

	施策
	事業名／事業概要

	学校教育の充実

	○特色ある学校づくり
	【忠岡町特色ある学校づくり研究指定】平成20年度～

各小・中学校で、特色ある教育活動を展開するため研究指定し、予算措置を行うとともに、研究成果を他の学校にも広め、町立学校全体の教育力向上に資することとしています。


	基本施策③子育てに関する相談体制の充実

	施策
	事業名／事業概要

	○子どもに関する相談体制の強化及びネットワークの構築
	【児童相談】
すこやか推進課において、保健師や教育委員会、いきがい支援課等とも連携し随時相談を行っています。


	基本施策④いじめ、少年非行等の問題行動や不登校などへの対応力の向上

	施策
	事業名／事業概要

	○不登校支援協力者の

　配置
	【子どもと親の相談員配置事業】平成17～19年度

小学校に子どもと親の相談員を配置し、子どもや保護者の悩みの相談相手となり、不安や子育ての悩みの解消をめざします。

相談件数は平成17年度が105件、平成18年度が87件、平成19年度が115件。

	
	【不登校支援協力員の配置】平成17～19年度

中学校に不登校支援協力員を常駐配置することにより、不登校生徒及び不登校傾向のある生徒への早期対応及び個別対応を行い、家庭訪問や校内適応指導教室への登校を促し、学級復帰につなげます。

各年度175日実施。


	基本施策⑤子どもの健全育成体制の充実

	施策
	事業名／事業概要

	○家庭の教育機能総合
支援モデル事業
	事業終了。

	○総合型地域スポーツ
クラブの育成
	取組みなし。


	基本施策⑥経済的な支援

	施策
	事業名／事業概要

	○児童手当の支給
	【児童手当制度】

12歳到達後最初の３月31日までの間にある児童を養育している方に、３歳未満の児童については一律月額１万円を、３歳以上の児童については第１子・第２子には５千円、第３子には１万円支給します。ただし、所得制限限度額があります。

	○出産育児一時金の支給
	【出産育児一時金の支給】
忠岡町国民健康保険被保険者が出産したときに支給されます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　妊娠12週（８５日）以降であれば死産、流産でも支給されます。

平成18年10月１日からは35万円に、平成21年１月１日からは産科医療補償制度が始まり38万円に、平成21年10月１日からは平成23年3月31日の期間限定で42万円に増額しています。

	施策目標(１)心身を健やかに育む子育て環境の充実

基本施策⑥経済的な支援

	施策
	事業名／事業概要

	●保育料の軽減
	【保育料の軽減】平成21年度～

幼稚園の保育料の軽減を図ることにより、保護者の負担を減じ支援します。


■幼稚園の概要（公立のみ）
	項目
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	施設数（園）
	2
	2
	2
	2
	2

	定員数（人）
	490
	490
	490
	490
	490

	在園児童数（人）
	290
	260
	253
	263
	252

	内訳（人）
	３　歳
	74
	73
	73
	87
	63

	
	４　歳
	105
	86
	92
	88
	100

	
	５　歳
	111
	101
	88
	88
	89


資料：学事課調べ。各年５月現在
■小・中学校の状況
	項目
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	小学校
	学校数（校）
	2
	2
	2
	2
	2

	
	学級数(級)
	34
	35
	37
	38
	38

	
	支援学級（級）
	3
	3
	3
	3
	4

	
	児童数（人）
	1,129
	1,167
	1,199
	1,210
	1,198

	
	支援学級児童数
	10
	12
	11
	12
	16

	
	教員数（人）
	55
	57
	59
	61
	61

	中学校
	学校数（校）
	1
	1
	1
	1
	1

	
	学級数(級)
	13
	13
	13
	13
	14

	
	支援学級（級）
	1
	1
	1
	1
	2

	
	児童数（人）
	490
	477
	473
	475
	502

	
	支援学級児童数
	1
	1
	2
	4
	6

	
	教員数（人）
	27
	27
	29
	28
	32


資料：学事課調べ。各年度５月現在

■乳幼児医療費の支給状況
	項目
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	受給者証交付件数（件）
	9,096
	8,748
	8,685
	8,105
	7,783

	医療費支給件数（件）
	10,460
	10,720
	11,367
	11,122
	10,365

	内訳（件）
	入院
	145
	185
	134
	161
	159

	
	通院
	10,315
	10,535
	11,233
	10,961
	10,206

	支給額（千円）
	18,444
	21,626
	19,779
	19,211
	18,274

	１件当たり平均額（円）
	1,763
	2,017
	1,740
	1,727
	1,763


資料：すこやか推進課
■児童・青少年団体の状況
	項目
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	子ども会
	団体数（件）
	11
	11
	11
	11
	10

	
	会員数（人）
	1,245
	1,285
	1,201
	1,166
	1,155

	スポーツ少年団
	団体数（件）
	9
	9
	9
	9
	9

	
	会員数（人）
	320
	337
	332
	362
	365

	ＰＴＡ（小・中学校）
	団体数（件）
	5
	5
	5
	5
	5

	
	会員数（人）
	1,909
	1,904
	1,904
	1,948
	1,952


資料： 社会教育課調べ
施策目標「(２)子どもの人権擁護の推進」に関する基本施策５つに関して実施した事業は12事業で、前期計画策定後の実施事業は、「虐待防止ネットワーク会議」（平成17年度）、「忠岡町支援教育リーディングスタッフ巡回相談」（平成18年度～）、「ＳＯＳミニレターの小・中学校配布」（平成19年度～）の３事業です。「虐待防止ネットワーク会議」は、平成18年６月に「子ども支援ネットワーク会議（要保護児童対策地域協議会）」に移行し、要保護児童の早期発見やその適切な保護を図るため関係機関が当該児童等に関する情報、考え方を共有し、円滑な連携及び協力の確保を図るものです。忠岡町の児童虐待相談取扱い件数は、平成19年度が42件、平成20年度が33件で、そのうちおよそ半数が保護の怠慢となっていて、児童虐待についてはケースの重症度や緊急度の判定をはじめとする子どもや家族状況のアセスメントなど専門知識の向上を図るとともに、体制の整備が必要です。
■前期計画中に実施した事業
	施策目標(２)子どもの人権擁護の推進

基本施策①子どもの人権擁護

	施策
	事業名／事業概要

	○人権教育・啓発の推進
	【「ＳＯＳミニレター」の小・中学校配布】平成19年度～

いじめや虐待などに悩む小・中学生に気軽に相談してもらおうと、全国人権擁護委員連合会と法務省が、各地方法務局宛ての「SOSミニレター」を作り、各都道府県の人権擁護委員から学校を通じて全国の全小・中学生に配られています。

	
	【人権教室】
忠岡町人権擁護委員会により、平成19年度は読み聞かせを忠岡小学校にて実施し、平成20年度は忠岡幼稚園、東忠岡幼稚園にて人権紙芝居を実施しました。

	
	【人権の集い】

平成21年度は、「もり・けん童謡コンサート」を開催。ハーモニカ奏者のもり・けん氏を招いて昔懐かしい童謡コンサートを開催。人権のお話を聞いたり一緒に童謡を歌ったり、親子で楽しい時間を過ごしました。


	施策目標(２)子どもの人権擁護の推進

基本施策①子どもの人権擁護

	施策
	事業名／事業概要

	○「人権の花」運動
	【「人権の花」運動】
次代を担う小学生が協力しあって花を栽培することによって、やさしい思いやりの心を育み、また、この取組みを通じて人権尊重思想に対する理解を深め、もって豊かな人権感覚を身につけてもらうことを目的として実施しています。対象は人権啓発活動泉州地域ネットワーク協議会が選定した小学校の児童。

	○里親育成事業の推進
	【里親募集等】
子ども家庭センターからの里親募集記事、里親シンポジウム実施等を広報「ただおか」へ掲載するとともに、パンフレットを窓口に設置。


	基本施策②ひとり親家庭への支援

	施策
	事業名／事業概要

	○ひとり親家庭医療費の
助成
	【ひとり親家庭医療費助成事業】
ひとり親家庭に対し、医療保険の自己負担相当額の一部を負担することにより、受診を容易にし、健康保持増進を図ります。

対象：○18歳に到達した年度末日までの子とその子を監護する父または母及びその子を養育する養育者

　　　○18～20歳の児童扶養手当法施行令別表１に定める程度の障がいのある子を療育する母または養育する女子

所得制限：児童扶養手当の所得制限を準用

一部自己負担額：１医療機関あたり入通院各500円/1日（月2日限度）対象者1人あたり1ヵ月負担限度額2,500円　

	○児童扶養手当の支給
	【児童扶養手当制度】
父と生計を同じくしていない児童や父が政令で定める程度の障がいの状態にある児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するとともに、児童の健全な育成を図ることを目的として支給。

支給額：1人目は月額41,720円（全部支給）41,710円～9,850円（一部支給）

　2人目は月額5,000円追加

　　　　3人目以降は1人増えるごとに3,000円を追加


	基本施策③外国人家庭や帰国子女への支援

	施策
	事業名／事業概要

	○ボランティアによる

　日本語学習支援
	【外国人子女語学指導補助員派遣事業】

忠岡小学校を日本語指導のセンター校と位置付け、日本語指導の必要な外国人児童等を受入れています。日本語指導の補助として補助員を派遣しています。平成20年度は102日派遣。


	基本施策④障がいのある子どもへの施策の充実

	施策
	事業名／事業概要

	○支援教育の充実
	【就学相談】

就学前の子ども及び保護者、小・中学校在籍児童・生徒及び保護者を対象に、就学相談を行います。９・10月町広報にて周知し、就学相談を実施するとともに、個別に学校見学や体験入学を実施します。　

	
	【忠岡町支援教育リーディングスタッフ巡回相談】平成18年度～

専門性の高い支援学級担任をリーディングスタッフとして選任し、学校園を巡回する中で個別ケースの相談や支援方法についてアドバイスを行います。年間各校約20回程度。

	施策目標(２)子どもの人権擁護の推進

基本施策④障がいのある子どもへの施策の充実

	施策
	事業名／事業概要

	○障がい児デイサービスの充実
	【児童デイサービス】

障がい児施設などに通所して、日常生活における基本的動作の習得や集団生活に適用できるよう適切な指導及び訓練を行います。


	基本施策⑤子どもの虐待防止と早期発見のためのネットワークづくり

	施策
	事業名／事業概要

	○児童虐待防止ネット
ワークの構築
	【要保護児童対策地域協議会】

児童虐待防止ネットワーク会議（平成17年４月設置）から子ども支援ネットワーク会議（要保護児童対策地域協議会）へ平成18年６月に移行。要保護児童の早期発見やその適切な保護を図るため関係機関が当該児童等に関する情報、考え方を共有し、円滑な連携及び協力の確保を図ります。　


■いじめ・不登校等の状況
	項目
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	いじめ件数（件）
	2
	13
	8
	2
	8

	不登校件数（件）
	24
	22
	24
	14
	14

	「心の相談員」相談件数（件）
	105
	87
	115
	
	


資料：教育委員会調べ
■児童虐待相談取扱い件数の推移
	項目
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	身体的虐待（件）
	5
	8
	16
	13
	7

	保護の怠慢（件）
	8
	18
	22
	17
	12

	性的虐待（件）
	1
	1
	1
	0
	0

	心理的虐待（件）
	0
	1
	3
	3
	0

	合　　計（件）
	14
	28
	42
	33
	19


資料：すこやか推進課調べ
　　③　子どもを安心して育てることができる環境づくり
施策目標「(１)地域における子育て支援の推進」に関する基本施策５つに関して実施した事業は７事業で、前期計画策定後の実施事業は、「学校支援地域本部事業」（平成20年度～）の１事業です。この事業に関しては、学校支援ボランティアや学習アドバイザーなどの人材確保が課題となっています。また、「民生委員・児童委員の活動」では、幼稚園や保育所への訪問交流事業やお母さんの勉強室への協力をしていただいていますが、今後、地域での児童虐待防止のための見守りなど、関係機関との連携のもと、地域住民と一体となった取組みが必要です。
■前期計画中に実施した事業
	施策目標(１)地域における子育て支援の推進

基本施策①子育てへの理解促進

	施策
	事業名／事業概要

	○地域と学校の連携強化
	【学校支援地域本部事業】

地域コーディネーターを置き、その連絡調整の下に地域住民がボランティアとして学校の教育活動を支援します。　

	
	【すこやかネットワーク】

地域・家庭・学校の連携による総合的な教育力の再構築をより進め、地域住民が本町の教育課題の解決に協働して取組み、本町の幼児・児童・生徒の「生きる力」「豊かな心」を育むため、様々な施策を計画立案し、実施していきます。　


	基本施策②子育て中の保護者の仲間づくりの推進

	施策
	事業名／事業概要

	○保育所の園庭開放
	【園庭開放】

未就学児とその保護者を対象に園庭を開放して、在園児との交流や絵本の読み聞かせ等を実施しています。

公立園２園では、毎年度10回実施し、平成18年度が101人、平成19年度が102人、平成20年度が78人の利用となっています。

民間園では、園庭で泥団子遊びや水遊びなど季節にあったテーマを決めて実施しています（雨天時は室内で遊ぶ）。毎回15組程度の親子が参加。　

	○子育てサークルの支援
	【地域子育て支援センター事業】

現在３グループのサークルが活動中。活動内容としては、特に決まっておらず、自由に室内のおもちゃや絵本などを利用して遊んでいます。保護者同士のコミュニケーションの場となっています。　


	基本施策③地域における世代間交流等の促進

	施策
	事業名／事業概要

	○学校における地域との

交流活動の充実
	【学校支援地域本部事業】平成20年度～

次の内容を実施しています。

①忠岡町中学校区地域教育協議会の開催　②実行委員会設置(２回)
③学校行事等に関連した支援ボランティアの募集・部活動支援員の　　　　　　募集(ポスターによる普及及び候補活動)　

④忠岡ユメナリエの支援・・・忠岡中学校生徒会中心の電飾及びコンサートを地域ボランティアによる支援。

⑤事業成果報告会の開催　

	施策目標(１)地域における子育て支援の推進

基本施策④地域における子育て支援団体等の活動の充実

	施策
	事業名／事業概要

	○民生委員・児童委員の活動支援
	【幼稚園・保育所訪問交流事業】

１年に１回、１か所の保育所か幼稚園に訪問し歌や踊り、人形劇や音楽会などを行い交流します。

	
	【お母さんの勉強室への協力】

保健センターで行っている「お母さんの勉強室」や「子育て教室」で、参加者が安心して勉強できるよう子どもを預かり、研修会後お母さん達からの相談や子どもの様子などの話をします。

	○子育てサークル等への活動支援
	【地域子育て支援センター事業】

現在３グループのサークルが活動中。活動内容としては、特に決まっておらず、自由に室内のおもちゃや絵本などを利用して遊んでいます。保護者同士のコミュニケーションの場となっています。　


	基本施策⑤地域における子育て支援活動の活性化

	施策
	事業名／事業概要

	○地域子育て支援センター活動
	【地域子育て支援センター事業】

チューリップ保育園で実施。０歳以上の親子を対象に、オープンスペースでの自由遊びや園庭開放、子育て相談を行うとともに、１歳以上の親子を対象に、子育て広場や子育て講座、出前保育などを行います。　


■子育てサークルの活動状況
	項目
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	保健センターで

活動
	クラブ数（件）
	2
	2
	2
	1
	1

	
	会員数(人)
	20
	20
	20
	10
	10

	地域子育て支援

センターで活動
	クラブ数（件）
	2
	1
	1
	3
	3

	
	会員数(人)
	14
	15
	29
	39
	23


資料：すこやか推進課調べ 
■民生委員・児童委員の活動状況
	項目
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	民生委員・児童委員数（人）
	29
	29
	29
	29
	29

	うち主任児童委員数（人）
	2
	2
	2
	2
	2

	相談指導件数（児童に関するもの・件）
	家  族
	4
	1
	5
	10
	5

	
	健  康
	5
	4
	6
	7
	12

	
	その他
	75
	149
	142
	220
	172


資料：いきがい支援課調べ
施策目標「(２)生活環境の整備による子育て支援」に関する基本施策５つに関して実施した事業は11事業で、すべてそれまでの継続事業です。「学校開放」は子ども会やスポーツ少年団等の定期的な利用で空きがない状況です。また、休日は管理者がいないなどの課題もあります。「学校園における不審者対応マニュアルの作成」では、不審者による侵入等に対応するため、警察と連携し防犯訓練等により教職員の防犯意識を高め、的確に対応できる校内体制やスキEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),ル)を高めることが必要です。「健全育成対策の充実」では、青少年の飲酒や喫煙、深夜徘徊、いじめ、幼児・児童の虐待、暴走行為などの様々な問題が生じ、家庭や学校、地域、行政の大きな問題になっています。これらの問題に対応するためには、家庭、学校、地域、行政がそれぞれの責務と役割を明確にし、相互に連携して解決に向けて取組む必要があります。
未実施の事業は「公共施設等のバリアフリー化の推進」となっています。
■前期計画中に実施した事業
	施策目標(２)生活環境の整備による子育て支援

基本施策①豊かな自然の活用と保全

	施策
	事業名／事業概要

	○学童農園等
	【学童農園等】

学習活動により実施。


	基本施策②子どもの遊びの場・交流の場の充実

	施策
	事業名／事業概要

	○児童公園等の適切な

維持監理
	【児童公園等の維持管理】

１年に１度全公園施設（遊具等）の安全点検を行い、危険か所の修理を行っています。また、不定期ではあるが随時危険か所がないか安全点検を行い、危険か所を発見した場合はすぐに修理等の対処を行っています。

	○学校施設等の開放と

　適切な運営管理
	【学校開放】

校庭開放は、子ども会やスポーツ少年団等の定期的に利用されています。


	基本施策③安全・安心の生活環境の確保

	施策
	事業名／事業概要

	交通安全を確保するための活動の推進

	○交通安全対策の推進
	【街路灯設置事業】

交差点や公共施設を明るくし、交通事故や犯罪の抑止を図っています。

	
	【道路反射鏡設置事業】

主に交差点に設置し、自動車・自転車・歩行者の交通事故の抑止を図っています。

	
	【ガードレール・横断防止柵設置事業】

交通量の多い場所や公共施設等の歩行者と自動車を分離すべき場所に設置し、交通事故の抑止を図っています。

	
	【車線・交差点マーク等の設置事業】

道路や交差点に設置し、自動車・自転車・歩行者の交通事故の抑止を図っています。

	○交通安全教室の開催
	【各種交通安全教室】
泉大津警察署及び泉大津交通安全協会と連携し、保育所園児や幼稚園児、小学校児童に対する交通ルールの指導及び歩行訓練を行っています。


	施策目標(２)生活環境の整備による子育て支援

基本施策③安全・安心の生活環境の確保

	施策
	事業名／事業概要

	子どもを犯罪から守る活動の推進

	○すこやかネットワーク
	【忠岡すこやかネットあいさつ運動】

忠岡すこやかネット及び関係団体により、毎月８の付く日に町内19か所にて、登校時の見守り活動を実施しています。

	○保育所や学校等における不審者対応マニュアルの作成
	【学校園における不審者対応マニュアルの作成】

学校園教職員を対象に、年１回各学校園で防犯教室を開催。警察と連携し、防犯教室の講師として招聘し、防犯意識の向上とさすまた（刺又：相手の動きを封じ込めるための武具及び捕具）等防犯用具を使った実習を行います。


	基本施策④子どもや妊婦にやさしい生活環境の整備

	施策
	事業名／事業概要

	○公共施設等のバリアフリー化の推進
	取組みなし。


	基本施策⑤有害環境対策の推進

	施策
	事業名／事業概要

	○健全育成対策の充実
	【青少年問題協議会（青少年指導員協議会）】

次の事項に関する取組みを行っています。

○青少年の指導育成、保護及び矯正に関する総合的施策の樹立につき、必要な事項を調査、審査すること。

○青少年の指導育成、保護矯正に関する総合的な実施を期するために必要な関係団体相互の連絡調整を図ること。

○その他青少年対策上必要な事項・・・コンビニの協力を得て未成年者に対する張り紙をお願いしています。


■児童館・児童遊園の状況
	項目
	平  成

17年度
	平  成

18年度
	平  成

19年度
	平  成

20年度
	平  成

21年度

	児童館
	施設数（か所）
	1
	1
	1
	1
	1

	
	児童厚生員（人）
	5
	5
	3
	3
	3

	
	延利用人数（人）
	29,091
	24,949
	21,584
	21,552
	26,309

	児童遊園設置数（か所）
	20
	20
	18
	18
	18


資料：社会教育課・すこやか推進課調べ
(２) 後期計画の主要な課題
ニーズ調査や前期計画の進捗状況等を踏まえ、後期計画における主要な課題を次のように設定します。
①　前期計画で未実施のサービスについての検討
前期計画で実施ができていない「病児・病後児保育」や「ファミリー・サポート・センター事業」については、体制の整備や場所の確保等財政的な問題がありますが、「ファミリー・サポート・センター事業」については、子育て支援ボランティアの育成を図り、ＮＰEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),Ｏ)など住民主体の取組として運営できないか検討が必要です。
②　地域での子育て支援の取組みの促進

異年齢の子ども同士で遊ぶ機会や地域の大人との交流が減少している中で、子どもたちが地域の人と行事や地域活動を通して関係性を築き、社会性を身につけることができるよう、また、保護者も子育ての悩みや不安を少しでも解消し、親として自信を持って子育てができるよう、地域の高齢者をはじめ様々な世代、地域団体、商店等が一体となって多様な子育て支援活動に取組んでいくことが必要です。
③　発達障がEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(※),い)の早期発見・対応

発達障がいに関する不安を持つ保護者が増えている中で、早期に発見し、早期に対応することが重要なことから、乳幼児健診や保育所、幼稚園、小学校等との連携による発見、関係機関との連携によるライフステーEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),ジ)に対応した相談や一貫した支援などに取組むことが必要です。
④　児童虐待の防止と対応の充実

全国的に児童虐待の悲惨な事件が後を絶ちませんが、次代を担う子どもたちのかけがえのない命を落とすことのないように、児童虐待についての周知を進め、地域あるいは町全体で児童虐待を防止する機運を高めることが必要です。
また、保護者等に対する相談、支援の充実、保育所や幼稚園、小・中学校、関係機関等との連携による児童虐待の早期発見や早期対応体制の充実などが必要です。
⑤　子育て支援ボランティアの育成や活動促進
在宅で子育てをしている保護者の緊急時での子どもの預かりや、地域での親子交流、世代間交流、学校と連携した放課後の子どもの居場所づくりなど、子育て支援に対する地域の多様な活動を促進するため、ＮＰＯや育児・子育てサークル等の活動支援、退職者や高齢者等の人材活用などを進めることが必要です。
⑥　地域での防犯・防災対策の推進
登下校時や放課後、休日等の子どもの生活の安全を守るため、学校、家庭をはじめＰＴＡ、地域団体や地域住民、関係機関等がより一層連携し、見守り活動を進めることが必要です。
また、障がいのある子どもや保護者のいる家庭などが、災害時にも安全に避難できるように、地域ぐるみの防災対策を進める必要があります。
⑦　ワーク・ライフ・バランEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(※),ス)の推進

男女が共に仕事と家庭や地域での生活との調和が実現できるように、「仕事と生活の調和憲章」や「仕事と生活の調和推進のための行動指針」に関する住民や企業等の理解を深めるとともに、企業等と連携しながら、実現に向け総合的な取組みが必要です。
第　 章　計画の基本的な

考え方
１　計画の基本理念
忠岡町のまちづくりの基本方向を示す「第四次忠岡町総合計画」では、将来像を「生まれてよかった　住んでみてよかった　“住み続けたいまち　ハートフル・ただおか”」としています。「忠岡町次世代育成支援行動計画」（前期計画）では、これを踏まえて「生まれてよかった、住んでよかった、住み続けたいまち」の実現に向け、地域の人びとの温かいまなざしと支え合いの中で、子どもたちの成長していく輝きが、世代を超えてすべての住民を結び、その支え合いによって明るい未来を展開するまちづくりを進めることができるよう、「みんなで子育て、子ども輝く　忠岡」としています。

「第四次忠岡町総合計画」については計画期間が平成22年度に終了することから、平成21年度及び22年度の両年度にかけて見直し、新たに「第五次忠岡町総合計画」を策定する予定です。そのため、将来像については新たに設定することとなりますが、「忠岡町次世代育成支援後期行動計画」は１年早い策定となることから、将来像については整合をとることができませんが、基本的にこの計画の基本理念は10年間を通したものであるとの認識から、前期計画で設定した基本理念を引き継ぐこととします。

その趣旨は、子どもの育ちや子育てをみんなで支えることで、次代を担う若者が子どもを生み・育てたいと考えることができるよう、また、子ども自身も忠岡町に誇りを持ち、住み続けることができるよう、「子どもたちが未来への希望と夢の輝きを持って育つ」ことができるようにという思いを込めています。

[image: image48.png]



２　計画の基本的な視点
国においては、「後期行動計画」の策定にあたり、基本的な視点として前期計画策定の指針に掲げた８つの視点に、新たに「仕事と生活の調EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),和)の実現の視点」を加えました。忠岡町の計画策定にあたって、こうした視点について重視するとともに、これらの視点を総合的に配慮し、「子育て・子育EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),ち)」支援を進めていくものとします。

子どもは次代を担う親となるまちの宝です。忠岡町においても子どもの減少が予測される中で、ゲーム遊びの隆盛や集団遊びの機会の減少、コミュニケーション能EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),力)の低下、児童虐待、ひきこもEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),り)、ニーEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),ト)など、子どもや若者を取り巻く環境は問題が多くなっています。そのような中で世代を超えた人と人とのふれあいを大切にし、豊かな人間性を形成するとともに、自立して家庭を持ち、また、次の代を生み育てるという営みを引き継いでいくことが重要です。
今後、子どもたちが安心して健やかに成長するためには、親などの保護者が子育ての第一義的な責任を有することの認識を持っていただくとともに、子どもの育ちや保護者の子育てを行政のみならず、地域住民や地域団体、企業、商店、福祉施設などがそれぞれの立場で、時には連携し協働で支援を行っていくことが求められます。

＋

３　計画の基本方向

　　この計画の基本理念である「みんなで子育て、子ども輝く　忠岡」の実現をめざし、個別施策・事業を展開するため、前期計画と同様に次の３つの基本方向を定めます。

 基本方向１　子どもを育てる喜びが実感できる環境づくり 
子どもの笑顔が輝くまちは、すべての人にとって心豊かなまちといえます。「みんなで子育て、子ども輝く　忠岡」の実現に向けて、すべての家庭が子どもの未来に夢と希望を託し、子育てに喜びや楽しみを見出せる環境づくりや子育て支援を地域社会で進めていく必要があります。

しかしながら、内閣府が平成21年10月に実施した「男女共同参画社EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),会)に関する世論調査」では、「結婚しても必ずしも子どもを持つ必要はない」と考える人は、20歳代で63.0％、30歳代で59.0％と高く、性別では男性の20歳代で56.6％、30歳代で56.3％、女性の20歳代で68.2％、30歳代で61.4％となっています。また、「結婚は個人の自由だから、してもしなくてもどちらでもよい」とする回答は、男性の20歳代で83.2％、30歳代で83.5％、女性の20歳代で91.5％、30歳代で87.6％となっていて、子どもや結婚へのこだわりが若い人で薄れてきています。景気低迷の中で、結婚や出産、子育てに関する経済的不安とともに、女性の就業継続への意向やその場合の子育て等への負担感が多いものと思われます。

そこで、子どもの成長や子育ての喜びを実感でき、夢や希望が持てるように、子育ての不安感や負担感の軽減を図り、子育てに喜びや楽しみを見出すことができ、見通しを持って子育てができる環境づくりを進めます。

まず、何よりも安心して出産・子育てができるように、母子保健サービスの充実を図り、次代の親となる子どもに対する健康づくりに取組みます。

また、男性も長時間労働による心身の健康を害することのないように、あるいは子どもとふれあう時間や地域活動に参加できる時間を持つことができるように、企業や地域団体等と連携し、男女が共に仕事と家庭・地域生活との調和を実現できるように取組むとともに、多様な保育サービスの充実に努めます。
 基本方向２　子どもの生きる力を育み、健やかな成長を支える環境づくり 
子どもたちは、日常の生活をはじめ家族以外の大人と接したり、異年齢の子ども同士で遊んだり、地域の行事やボランティア活動に参加するなど、様々な体験を通して社会性や豊かな創造力、思いやりの心などが育まれます。

しかしながら、少子EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),化)や人間関係の希薄化、ゲーム遊びの隆盛、携帯電話やインターネット等の情報化の進展等により、子どもを取り巻く環境も大きく変化し、子どもの自主性や社会性が育まれにくくなっています。
そこで、子どもが自己を確立し、心身共に調和のとれた人間として健やかに成長できるように、学校をはじめ家庭、地域が相互に連携し、健康な身体と体力を備え、自ら考え、判断する力や豊かな人間性、たくましく生きる力を育む地域づくりを進めます。

また、子どもを保護の対象としてのみ捉えるのではなく、権利の主体としてその人権が尊重されるように、子どもの人権に関する教育・啓発活動を進めるとともに、一人ひとりの人権の尊重とお互いの個性や価値観を認め合い、共に生きることのできる豊かな人間性を育めるように、人権意識を高めます。

さらに、全国的にも児童虐待のいたましい報道が後を絶たない状況の中で、子どもたちが家庭で安心して暮らせるように、地域住民や地域団体、関係機関等との連携を強化し、子育て家庭に対する見守りや相談等支援を充実していきます。
基本方向３　子どもを安心して育てることができる環境づくり 
世帯分離の進行とともに、個人情報保護に対する過剰な反応、自治会加入率の低下など、近所づきあいが希薄になり、身近な地域の人に気軽に子育ての不安や悩みを打ち明けたり、相談することが少なくなっています。一方で、雑誌やインターネット等による育児情報が増大している中で、情報の適切な選択ができないまま、子どもの発達や教育、経済的な問題、自分自身の就業など、育児不安や悩みを抱える人が増えています。
そこで、子育ての不安や悩みを抱えたまま地域の中で孤立することのないように、地域住民や地域団体等とも連携し、親子同士や世代間交流など、地域での多様な交流を促進します。

また、増加しているひとり親家庭、特に母子家庭について、安心して生活や子育てができるように、経済的基盤の強化や相談・支援の充実に努めるとともに、外国人家庭や障がいのある児童のいる家庭など、支援を必要とする家庭が安心して子育てができるように、地域団体や関係機関等との連携を図り、相談・支援の充実に努めます。

さらに、ゆとりを持って安心して子育てできるような居住環境づくりを進めるとともに、子どもを犯罪や災害から守るため、地域団体、関係機関等との連携を強化し防犯や防災対策を進めます。
４　子どもの人口推計
後期行動計画の計画終了期間である平成26年度までの人口については、平成17年から平成21年までの各年４月１日現在の住民基本台帳及び外国人登録による人口から、コーホート変化率EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(※),法)を用いて推計しました。

その結果、現在の出生や転出入の動向が続くと、就学前児童（０歳～５歳）及び小学生児童（６歳～11歳）の人口はそれぞれ減少し、平成26年度には就学前児童が957人、小学生児童が1,076人になるものと見込まれます。
■就学前児童・小学生児童の人口推計
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注）平成21年は、住民基本台帳及び外国人登録による実績（４月１日現在）
５　計画の施策体系

この計画の基本理念である「みんなで子育て　子ども輝く　忠岡」を実現するために、施策体系を次のように設定します。


　　　　　【基本方向】　    　  【施策目標】              【基本施策】














１





みんなで子育て、子ども輝く　忠岡





＜国における前期行動計画策定指針における基本的な視点＞


子どもの視点 


⇒子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最大限に尊重されるように配慮


次代の親づくりという視点


⇒豊かな人間性を形成し、自立して家庭を持つことができるように育成


サービス利用者の視点


⇒多様化する子育て家庭の生活実態や子育て支援に関する利用者のニーズに対応


社会全体による支援の視点


⇒多様な担い手の協働の下に対策を進める


すべての子どもと家庭への支援の視点


⇒これまでの「子育てと仕事の両立支援」だけではない、すべての親と子への支援


地域における社会資源の効果的な活用の視点


⇒まちの資源を再発見し、子育てへ活かす


サービスの質の視点


⇒人材の資質の向上、情報公開、サービス評価の推進


地域特性の視点


⇒まちの特性を見出し、子育て・子育ちに活かす





＜後期行動計画策定指針で新たに追加された基本的な視点＞


⑨ 仕事と生活の調和の実現の視点


⇒働き方の見直しを進め、仕事と生活の調和の実現に向けて取組む
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２





注）各法律や計画については資料編２に記載





■子ども・若者計画の作成に当たっての留意点


◎国の大綱を「勘案」して作成とは、地方公共団体の状況や抱えている問題は様々であることや地方分権の観点から、そのまま準拠しなければならないということではない。


◎次世代育成支援行動計画の中で、子ども・若者育成支援施策の方針等を定める場合も、子ども・若者計画を作成したこととなる。





■子ども・若者育成支援推進法第９条／（子ども・若者計画の作成）


市町村は、子ども・若者育成支援推進大綱（都道府県子ども・若者計画が作成されているときは、子ども・若者育成支援推進大綱及び都道府県子ども・若者計画）を勘案して、当該市町村の区域内における子ども・若者育成支援についての計画を作成するよう努めるものとする。


























注）年齢別回答者数は、児童数を示しています。また、保育所等は「認可保育所」「事業所内保育施設」「認可外保育施設」「認定こども�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps9 \o\ad(\s\up 8(※),園)�保育所型」の合計を、保育サービスはこれに「幼稚園」「認定こども園幼稚園型」を合計したものを示しています。





（全体N=559)








■現在未実施の子育て支援サービスの利用希望


� EMBED MSGraph.Chart.8 \s ���





注)両図の学年別回答者数は、児童数を示しています。





(該当すべて選択)








子育て世帯への経済的援助の拡充（育児休業給付、児童手当、扶養控除の拡充等）


安心して子どもが医療機関（小児救急など）を利用できる体制を整備する


親子が安心して集まれる公園等の屋外の施設を整備する


幼稚園の保育サービス（早朝、夕方の預かり保育の延長や夏休み等の預かり保育など）を充実する


保育所や放課後児童クラブ等の働きながら子どもを預ける施設を増やす


子連れでも安心して出かけられるよう、オムツ替えや授乳のためのスペースづくりや、歩道等の段差解消等の「子育てのバリアフリー�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps9 \o\ad(\s\up 8(※),化)�」に取り組む





親子が安心して集まれる集いの場等の屋内の施設を整備する


専業主婦など誰でも気軽に利用できるＮＰ�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 8(※),Ｏ)�や民営等による保育サービスの支援を行う


親子が安心して集まれる保育所や幼稚園の園庭開放を充実する


公営住宅の優先入居等、住宅面での配慮や支援に取り組む








子育ての講座など子育てについて学べる機会をつくる





子育て中の親の仲間づくりや子育ての知識や技能の取得に役立つ親子教室開催回数の増加と内容の充実を図る











(該当すべて選択)








(該当すべて選択)























(該当すべて選択)








子どもや自分が病気やけがをしたときに代わりに子どもの面倒をみる人がいないこと








職場に子育てを支援する制度がないこと（育児休業、子どもの看護休暇、短時間勤務等）











子どもの面倒をみてくれる保育所や放課後児童クラブ等が見つからないこと





子どものほかに面倒をみなければならない人がいること





注）低学年、高学年は両方いる家庭を含みます。また、回答者総数は無回答を除いた数値


　　全国調査は低学年のみ





（該当すべて選択)
































２子どもの生きる力


 を育み、健やかな


 成長を支える


 環境づくり








①男女の仕事と家庭・地域生活の調和の推進


②多様で弾力的な保育サービスの充実


③男女共同子育ての推進

















(１)心身を健やかに


　 育む子育て


　 環境の充実





①子育てへの理解促進


②地域における多様な交流の促進


③地域子育て支援活動の育成・支援


④子育て支援サービスの充実





(３)仕事と生活の


　 調和推進





①母子の健やかな心と身体の育成支援


②食�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(※),育)�の推進


③思春期からの健康づくり支援


④小児医療・予防の充実





１子どもを育てる


 喜びが実感できる


 環境づくり





資料：すこやか推進課調べ





(２)子どもの人権


の尊重





①家庭や地域の教育力・社会力の向上


②学校等教育環境の充実


③次代の親の育成


④子どもの遊び場や交流・体験の場の充実


⑤有害環境対策の推進





(２)子育てに関する


意識啓発及び


相談・情報提供


体制の充実





①子育ての楽しさ・大切さ意識の醸成


②次代の親としての意識の醸成


③子育てに関する相談体制・情報提供体制の充実




















①人権意識の醸成


②児童虐待防止対策及び対応の充実


③子どもに対する相談支援体制の充実











（全体N=559、１つ選択)








資料：全国、大阪府は人口動態総覧で、忠岡町は町調べ
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基本理念





みんなで子育て　子ども輝く　忠岡





３











資料：各年国勢調査








■次世代育成支援対策推進法第８条／（市町村行動計画）


市町村は、行動計画策定指針に即して、５年ごとに、当該市町村の事務及び事業に関し、５年を１期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する計画（以下「市町村行動計画」という。）を策定するものとする。





(３)安全・安心な


環境づくり





①良質な居住環境の確保


②交通安全対策の推進


③防犯・防災対策の推進





(２)援助の必要な


家庭への支援





①ひとり親家庭への支援


②外国人家庭や帰国子女への支援


③障がいのある児童とその家庭に対する支援





(１)地域における


　 子育て支援





３子どもを安心して


 育てることが


 できる環境づくり





(１)母と子の健康


　 づくり支援
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96





154





資料：各年人口動態統計





(国・府)





� EMBED MSGraph.Chart.8 \s ���





（該当３つまで選択)








＜女性＞





＜男性＞





(N=559)





(%)





■男性の年齢５歳階級別　就業率の推移





(%)











（全体N=745、１つ選択)











（全体N=559)








(該当すべて選択)





� EMBED MSGraph.Chart.8 \s ���





注）「その他」は選択肢として未設定で、「特にない」が13.1％





注）現在の利用状況では、「一時預かり」「病児・病後児保育」は選択肢として未設定





（現在未利用者で利用希望がある人と、現在利用者で日数や時間等が不足と思う人の合計）





(該当すべて選択)





(N=745)








資料：平成17年までは国勢調査、平成21年は住民基本台帳及び外国人登録








(N=559)








� EMBED MSGraph.Chart.8 \s ���
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